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Ⅰ 平成３１年度通所介護に係る介護報酬改定について 

 

(１) 基本報酬の見直し案（平成３１年１０月施行分） 

 

   指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年2月10日厚生

省告示第19号） 

     別表 指定居宅サービス介護給付費単位数表 

      ６ 通所介護費 

       例：イ 通常規模型通所介護費 
 

 改正後 改正前 

(１) 所要時間３時間以上４時間未満の場合 

(一) 要介護１ ３６４単位 ３６２単位 

(二) 要介護２ ４１７単位 ４１５単位 

(三) 要介護３ ４７２単位 ４７０単位 

 (四) 要介護４ ５２５単位 ５２２単位 

 (五) 要介護５ ５７９単位 ５７６単位 

(２) 所要時間４時間以上５時間未満の場合 

(一) 要介護１ ３８２単位 ３８０単位 

(二) 要介護２ ４３８単位 ４３６単位 

(三) 要介護３ ４９５単位 ４９３単位 

 (四) 要介護４ ５５１単位 ５４８単位 

 (五) 要介護５ ６０８単位 ６０５単位 

(２) 所要時間５時間以上６時間未満の場合 

(一) 要介護１ ５６１単位 ５５８単位 

(二) 要介護２ ６６３単位 ６６０単位 

(三) 要介護３ ７６５単位 ７６１単位 

 (四) 要介護４ ８６７単位 ８６３単位 

 (五) 要介護５ ９６９単位 ９６４単位 

(２) 所要時間６時間以上７時間未満の場合 

(一) 要介護１ ５７５単位 ５７２単位 

(二) 要介護２ ６７９単位 ６７６単位 

(三) 要介護３ ７８４単位 ７８０単位 

 (四) 要介護４ ８８８単位 ８８４単位 

 (五) 要介護５ ９９３単位 ９８８単位 

(２) 所要時間７時間以上８時間未満の場合 

(一) 要介護１ ６４８単位 ６４５単位 

(二) 要介護２ ７６５単位 ７６１単位 

(三) 要介護３ ８８７単位 ８８３単位 

 (四) 要介護４ １,００８単位 １,００３単位 

 (五) 要介護５ １,１３０単位 １,１２４単位 
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 改正後 改正前 

(１) 所要時間８時間以上９時間未満の場合 

(一) 要介護１ ６５９単位 ６５６単位 

(二) 要介護２ ７７９単位 ７７５単位 

(三) 要介護３ ９０２単位 ８９８単位 

 (四) 要介護４ １,０２６単位 １,０２１単位 

 (五) 要介護５ １,１５０単位 １,１４４単位 

 

   ※ 事業所区分ごとの基本報酬の見直し案等については、厚生労働省ホームページ

「社会保障審議会（介護給付費文科会）」内の「第168回社会保障審議会介護給

付費分科会（ペーパーレス）資料」（平成３１年２月１３日（水））の「別紙 ２

０１９年度介護報酬改定 介護報酬の見直し案」に掲載されているので、参照の

こと。 
 

    （ https://www.mhlw.go.jp/content/12601000/000478377.pdf ） 

 

(２) 平成３１年度介護職員の更なる処遇改善 

 

  概要 

  ○新しい経済政策パッケージに基づく介護職員の更なる処遇改善として、介護人材確

保のための取組をより一層進めるため、経験・技能のある職員に重点化を図りなが

ら、介護職員の更なる処遇改善を進める。 

 

  介護職員等特定処遇改善加算（新） 
 

   介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) 所定単位の1000分の12に相当する単位数 

   介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) 所定単位の1000分の10に相当する単位数 
 

    ※所定単位は、単位数表 ６通所介護費 イから二までにより算定した単位数 

 

  ※介護職員等特定処遇改善加算については、平成３０年度集団指導資料「介護職員の

処遇改善について」において説明しています。 
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Ⅱ 平成３０年度通所介護に係る介護報酬改定について（再掲） 

 

(１) ＡＤＬ維持等加算（申出、算定） 
 

概要 

  ○ ＡＤＬ維持等加算は、当該加算を算定しようとする年度の前年の７月までに「Ａ

ＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」の届出を行い、申出の日の属する月から同年１２

月までの評価対象期間（６ヶ月）内に、当該通所介護等サービスを利用した者のＡ

ＤＬの維持又は改善の度合いが一定の水準等の要件（※１）を満たした場合に、当

該評価対象期間の翌年の４月から始まる年度におけるサービスの提供につき加算を

行うもの。 

  ○ 平成３０年７月末までにＡＤＬ維持等加算算定の申出を行った事業所については、

平成３１年３月１５日までに平成３１年度の当該加算算定の届出を提出するよう別

途通知しているが、提出漏れ等が判明した場合には、至急提出すること。 

   （別紙「ＡＤＬ維持等加算の届出について」を参照のこと） 

○ 県は、国保連合会が行う通所介護事業所の算定要件適合の確認結果と、事業所か

ら届出のあった「ＡＤＬ維持等加算に係る届出書（様式第７０号）」の要件を確認

した上で、平成３１年度のＡＤＬ維持等加算の対象事業所を決定することとなる。

（この手続きは平成３２年度以降も同じ手順となる） 

○ 平成３２年度のＡＤＬ維持等加算の算定に必要な届出（申出）については、別紙

「ＡＤＬ維持等加算の届出について」を参照のこと。 

 

 

 

 

 

 

 （２）その他 

   ※共生型通所介護をここで書くかどうか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 算定要件 

(１) 評価対象者数 

評価対象期間（加算を算定する年度の初日の属する年の前年の１月から１２月ま

での期間）に連続して６月以上利用し、その利用期間において、５時間以上の通所

介護費の算定回数が５時間未満の通所介護費の算定回数が上回る利用者の総数が２

０人以上であること。 

(２) 重度者の割合 

(１)の利用者の総数のうち、評価対象利用期間の最初の月（評価対象利用開始月）

において、要介護度が３、４又は５である者の占める割合が１００分の１５以上で

あること。 

(３) 直近１２月以内に認定を受けた者の割合 

   (１)の利用者の総数のうち、評価対象利用開始月の時点で初回の要介護認定又は

要支援認定があった月から起算して１２月以内である者の占める割合が１００分の

１５以下であること。 

(４) 評価報告者の割合 

   (１)の利用者の総数のうち、評価対象利用開始月と、当該月から起算して６月目

に、事業所の機能訓練指導員がＢａｒｔｈｅｌ Ｉｎｄｅｘを測定し、測定した値（Ａ

ＤＬ値）を厚生労働省に提出されている者（提出者）の占める割合が１００分の９

０以上であること。 

(５) ＡＤＬ利得の状況 

   評価対象利用開始月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から評価対象利

用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値（ＡＤＬ利得）が多い順に、提出者

の総数の上位１００分の８５に相当する者について、各々のＡＤＬ利得が０より大

きければ１、０であれば０、０より小さければ－１として合計して得た値が０以上

であること。 
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（平成３０年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ ＡＤＬ維持等加算に関する事務処理手順及び様式例について 

 （平成３０年４月６日 老振発０４０６第１号・老老発０４０６第３号を参照のこと。） 

○ ＡＤＬ維持等加算算定要件適合・不適合事業所一覧表に関する留意事項について 

 （平成３１年２月１４日 老健局振興課・老健局老人保険課事務連絡を参照のこと。） 

○ 別紙「ＡＤＬ維持等加算の届出について」を参照のこと。 

Ｖｏｌ.１（問３７）  平成３０年度のＡＤＬ維持等加算の算定の可否を判断する場合、

平成２９年１月から１２月が評価対象期間となるが、この時期

に、加算を算定しようとする指定通所介護事業所が指定介護予防

通所介護事業所と一体的に運営されていた場合、指定居宅サービ

ス基準第１６条の２イ（１）の「利用者」には、当該指定介護予

防通所介護事業所の利用者も含まれるのか。 

    （回答）   含まれない。本件加算は、指定通所介護及び指定地域密着型通

所介護が対象である。なお、指定居宅サービス基準第１６条の２

イ（３）に「要支援認定」とあるのは、「利用者」に要支援者を

含むとの意味ではなく、初回の要支援認定の後、評価対象利用開

始月までの間に要介護認定を受ける場合を想定したものである。 
 
（問３８）  ＡＤＬ維持等加算について、評価対象利用期間は指定通所介護

事業所又は指定地域密着型通所介護事業所を連続して６月以上

利用した期間とされているが、１）この「連続して利用」とは、

毎月１度以上利用していることを指すのか。２）この「連続して

６月以上利用」は評価対象期間内である必要があるのか。３）６

月より多く連続して利用している場合、当該連続しているすべて

の月を評価対象利用期間とするのか。 

（回答）  １）貴見のとおりである。 

      ２）貴見のとおりである。評価対象利用期間は、評価対象期間の

一部であることを想定している。つまり、その最初の月から

最後の月まで、評価対象期間に含まれている必要がある。 

      ３）連続しているすべての月ではなく、その中に最初の月が最も

早い６月の期間を評価対象利用期間とする。例えば、２月か

ら１１月まで連続利用がある場合は、２月から１１月までで

はなく、２月から７月までを評価対象利用期間とする。 
 
（問３９）  ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）は、算定しようとする月の

５時間未満の通所介護の算定回数が５時間以上の通所介護の算

定回数以上の利用者でも算定できるのか。 

（回答）   できる。 
 
Ｖｏｌ.４（問７）   平成３１年度からＡＤＬ維持等加算を算定する場合、申出はい

つまでに行う必要があるか。 

    （回答）   申し出た年においては、申出の日の属する月から同年１２月ま

での期間を評価対象期間とするため、評価対象利用開始月から起

算して６ヶ月を確保するためには、平成３０年７月までに申出を

行う必要がある。 
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(２) 共生型通所介護 
 

  概要 

ア 共生型通所介護の基準 

     共生型通所介護については、障害福祉制度における生活介護、自立訓練、児童

発達支援、放課後等デイサービスの指定を受けた事業所であれば、基本的に共生

型通所介護の指定を受けられるものとして、基準を設定する。 

イ 共生型通所介護の報酬 

     報酬は、以下の基本的な考え方に基づき設定するとともに、生活相談員（社会

福祉士等）を配置し、かつ、地域との関わりを持つために地域に貢献する活動（地

域の交流の場の提供、認知症カフェ等）を実施している場合に評価する加算を設

定する。また、通所介護事業所に係る加算は、各加算の算定要件を満たした場合

に算定できることとする。 

（報酬設定の基本的な考え方） 

  ⅰ  本来的な介護保険事業所の基準を満たしていないため、本来報酬区分単価と 

区分。 

  ⅱ  障害者が高齢者（６５歳）に到達して介護保険に切り替わる際に事業所の報酬

が大きく減ることは６５歳問題への対応という制度趣旨に照らして適切ではない

ことから、概ね障害福祉制度における報酬の水準を担保する。 

      

障害福祉制度の事業所種別 所定単位数に乗じる割合 

生活介護 ９３／１００ 

自立訓練（機能訓練） 
９５／１００ 

自立訓練（生活訓練） 

児童発達支援 ９０／１００ 

放課後等デイサービス ９０／１００ 

 

                       （老企第３６号 第2の７（６）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 算定要件等 

（生活相談員配置等加算） １３単位／日 

○ 共生型通所介護の提供日ごとに、提供時間帯を通じて生活相談員（社会福祉士、

精神保健福祉士等）を1名以上配置（障害福祉制度における指定生活介護事業所

等に配置している従業者の中に、既に生活相談員の要件を満たす者がいる場合は、

兼務しても差し支えない。） 

○ 地域に貢献する活動（地域交流の場の提供、認知症カフェ・食堂等の設置、地

域住民が参加できるイベントやお祭り等の開催、地域のボランティアの受入や活

動の実施、協議会等を設けて地域住民が事業所の運営への参画、地域住民への健

康相談教室・研修会など）を行っていること。 

○ 共生型通所介護の指定を受ける指定生活介護事業所等においてのみ算定可能。 
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Ⅲ 若年性認知症の方を中心とした介護サービス事業所における地域での社会

参加活動の実施について 
 
（平成３０年７月２７日 老健局 総務課認知症施策推進室・振興課・老人保健課事務連絡） 
 

概要 

 １ 本事務連絡の対象範囲 

   現在、取組が進んでいる認知症対応型通所介護を含む通所系サービス、小規模多機

能型居宅介護等がその利用者を対象とした社会参加活動等を行う場合の留意点等を取

りまとめたもの。 
 

 ２ 事業所外で定期的に社会参加活動等を実施することについて 

   次の要件を満たす場合には、介護サービス事業所が、利用者の自立支援や生活の質

の向上等を目的としたサービスの一環として、事業所の外において、社会参加活動等

に取り組むことができる。なお、利用者の心身の状況によっては、必要に応じてかか

りつけ医と連携することも必要。 

  ① 介護サービス計画に、あらかじめ社会参加活動等が位置付けられていること 

  ② 社会参加活動等の内容が、利用者ごとの個別サービス計画に沿ったものである 

こと 

  ③ 利用者が社会参加活動等を行うに当たり、事業所の職員による見守り、介助等の

支援が行われていること 

  ④ 利用者が主体的に社会参加活動等に参加することにより、利用者が日常生活を送

る上で自らの役割を持ち、達成感や満足感を得て、自信を回復するなどの効果が期

待できるような取組であること 
 

 ３ サービス提供の「単位」について 

通所系サービスにおいては、事業所の外で社会参加活動等を行う場合、一部の利用

者が屋内活動に参加し、その他の利用者が事業所の外での社会参加活動等に参加する

など、当該サービスの利用者が、同一の時間帯に別々の場所で活動する場合が考えら

れるが、このような場合でも、サービスの提供日ごとに当該サービスの開始時点で利

用者が集合し、その後にそれぞれの活動を行うものであれば、同一の単位とみなすこ

とができる。 
 

 ４ 企業と連携した有償ボランティアを行う場合の労働関係法令との関係について 

 （１）労働者性の有無について 

    社会参加の活動の一環として、外部の企業等と連携した有償ボランティアの活動

に取り組んでいる事例が見受けられるが、有償ボランティアに参加する利用者につ

いても、個別の事案ごとに活動実態を総合的に判断し、利用者と外部の企業等との

間に使用従属関係が認められる場合には、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）

第９条の労働者に該当するものとして、労働基準関係法令の適用対象となる。 

    有償ボランティアに参加する利用者が労働基準法第９条の労働者に該当するか否

かに当たっては、以下の点等について総合的に勘案して判断することになる。事業

所の取組に疑義が生じる場合には、事業所の所在地を管轄する労働基準監督署まで

相談すること。 
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   ⅰ 利用者が、ある活動日、活動時間に、活動を行うことについて、外部の企業等

からの指示があるか（※１） 

   ⅱ 活動時間の延長や、活動日以外の日における外部の企業等からの活動指示が行

われているか 

   ⅲ 活動の割当、活動時間の指定、活動の遂行に関する指揮命令違反に対して、外

部の企業等からの謝礼等の減額等があるか 

   ⅳ 欠席・遅刻・早退に対して、外部の企業等からの謝礼等の減額があるか（実活

動時間に応じた謝礼等を支給する場合においては、活動しなかった時間分以上の

減額を行うことはないこと） 

   ⅴ 利用者と一般の労働者が明確に見分けられるか（※２） 

    （※１）活動を行うことについて、利用者に諾否の自由があるか 

    （※２）「明確に見分けられる」とは、例えば、活動場所については、一般の労

働者と全く異なる部屋で活動しなければならないということではなく、

一般の労働者と同じ部屋の中で活動する場合であっても、服装等により

利用者と一般の労働者が見分けられるようになっていることが考えられ

る。 

   事業所が、社会参加活動等の実施に当たり、外部の企業等と業務委託契約を結ぶ場

合にも、上記ⅰからⅴを踏まえて、その契約内容が、社会参加活動に強制的に参加さ

せることにつながるものにならないよう留意することが必要。また、当該事業所のサ

ービスを利用するに当たり、社会参加活動等に参加することが条件であると誤解され

ないよう、利用申込者に対する丁寧な説明が必要となる。 
 

 （２）謝礼の受領について 

    有償ボランティアに参加する利用者が労働基準法第９条の労働者に該当しないと

判断された場合、一般的には、社会参加活動等に参加した利用者に対する謝礼は、

労働基準法第１１条の賃金に該当せず、労働基準関係法令の適用対象外になると考

えられる。 

    なお、当該謝礼は、利用者に対するものであると考えられ、事業所が、利用者に

対する謝礼を一部でも受領することは、介護報酬との関係において適切ではない。

利用者に支払われる謝礼を、一時的に利用者を代理して預かることは可能だが、そ

の場合でも、あらかじめ利用者本人やその家族等の了解を得ることが必要となる。 
 

 （３）「労働者派遣」、「職業紹介」、「労働者供給」の該当性について 

    外部の企業等との連携により社会参加活動等を実施するに当たり、有償ボランテ

ィアに参加する利用者と、事業所及び外部企業等のいずれとの間にも使用従属関係

がない場合には、利用者が連携先の企業等において社会参加活動等に参加した場合

であっても、事業所が労働関係法令上の「労働者派遣」、「職業紹介」、「労働者

供給」を行ったことにはならないと考えられる。 
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＜凡例＞ 

・県条例：香川県社会福祉施設等の人員、設備運営等の基準等に関する条例（平成２４年

香川県条例第５２号） 

・市条例：高松市社会福祉施設等の人員、設備、運営等の基準等に関する条例（平成２４

年高松市条例第８５号） 

・基準：指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年３月

３１日厚生省令第３７号） 

・解釈通知：指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平

成１１年９月１７日老企第２５号） 

・単位数表：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年２月 

１０日厚生省告示第１９号） 

・老企第３６号：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サー

ビス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平

成１２年３月１日老企第３６号） 

・●：実地指導等における指摘事項 

 

 

【基準の性格】 

１ 基準は、指定居宅サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基準

を定めたものであり、指定居宅サービス事業者は、常にその事業の運営の向上に努めな

ければならない。 

２ 指定居宅サービスの事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満たさな

い場合には、指定居宅サービスの指定又は更新は受けられず、また、基準に違反するこ

とが明らかになった場合には、①相当の期間を定めて基準を遵守するよう勧告を行い、

②相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、当該勧告

に対する対応等を公表し、③正当な理由が無く、当該勧告に係る措置を採らなかったと

きは、相当の期限を定めて当該勧告に係る措置を採るよう命令することができるもので

あること。また、③の命令をした場合には事業者名、命令に至った経緯等を公示しなけ

ればならない。なお、③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、又は取

消しを行う前に相当の期間を定めて指定の全部若しくは一部の効力を停止すること（不

適正なサービスが行われていることが判明した場合、当該サービスに関する介護報酬の

請求を停止させること）ができる。ただし、次に掲げる場合には、基準に従った適正な

運営ができなくなったものとして、直ちに指定を取り消すこと又は指定の全部若しくは

一部の効力を停止することができるものであること。 

① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反したとき 

イ 指定居宅サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支払を適正に受けなか

ったとき 

ロ 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者による

サービスを利用させることの代償として、金品その他の財産上の利益を供与した  

とき 

②利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

③その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 
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Ⅳ 人員に関する基準 

【従業者の員数】 

１ 生活相談員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● サービス提供時間を通じて生活相談員が配置されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人員に関する基準 

(従業者の員数) 

第９３条 指定通所介護の事業を行う者(以下「指定通所介護事業者」という。)が当該

事業を行う事業所(以下「指定通所介護事業所」という。)ごとに置くべき従業者(以下

この節から第四節までにおいて「通所介護従業者」という。)の員数は、次のとおりと

する。 

一 生活相談員 指定通所介護の提供日ごとに、当該指定通所介護を提供している時

間帯に生活相談員(専ら当該指定通所介護の提供に当たる者に限る。)が勤務している

時間数の合計数を当該指定通所介護を提供している時間帯の時間数で除して得た数

が一以上確保されるために必要と認められる数  

（ポイント） 

○ 確保すべき生活相談員の勤務延時間数の計算式 

  提供日ごとに確保すべき勤務延時間数 ≧ 提供時間数 

 

〇 利用者の地域での暮らしを支えるため、医療機関、他の居宅サービス事業者、地域

の住民活動等と連携し、指定通所介護事業所を利用しない日でも利用者の地域生活を

支える地域連携の拠点としての機能を展開できるように、生活相談員の確保すべき勤

務延時間数には、「サービス担当者会議や地域ケア会議に出席するための時間」、（中略）

など、利用者の地域生活を支える取組のために必要な時間も含めることができる。 

  ただし、生活相談員は、利用者の生活の向上を図るため適切な相談・援助等を行う

必要があり、これらに支障がない範囲で認められるものである。 

 

○ 生活相談員の資格（香川県の場合） 

 ① 社会福祉主事任用資格取得者 

・ 大学等で厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する科目を修めて卒業した（又

は大学院への入学を認められた）者 

※ 大学等とは学校教育法に定める大学（短期大学を含む）を指し、専門学校は

含まない。 

・ 厚生労働大臣の指定する養成機関又は講習会の課程を修了した者 

・ 厚生労働大臣の指定する社会福祉事業従事者試験に合格した者 

② 社会福祉士 

③ 精神保健福祉士 

④ 介護支援専門員 

   ※ 介護支援専門員とは、介護保険法第６９条の７第１項の介護支援専門員証の

交付を受けたものをいう。 

 ⑤ 社会福祉事業を行う施設・事業所に常勤で２年以上勤務し、かつ、介護福祉士の

資格を有する者 
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２ 看護職員 

 

 

 

● 提供時間の途中で看護職員が帰宅している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 介護職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 介護職員が指定通所介護の単位ごとに常時１人以上確保されていない。 

 

 

二 看護師又は准看護師(以下この章において「看護職員」という。) 指定通所介護の

単位ごとに、専ら当該指定通所介護の提供に当たる看護職員が一以上確保されるため

に必要と認められる数 

（ポイント） 

○ 看護師又は准看護師の資格を有する者。 

 

○ 利用定員が１０人を超える事業所においては、看護職員を必ず配置する必要がある。

（平成２８年度以降、通所介護の事業所は看護職員を必ず配置する必要がある。） 

 

○ 提供時間帯を通じて専従する必要はないが、当該看護職員は提供時間帯を通じて通

所介護事業所と密接かつ適切な連携を図るものとする。 

  （当該事業所で業務に従事していない場合であっても、雇用関係・拘束力を維持し

たうえで連携が取れる状態にしておく必要がある。例えば、自宅待機しているなど、

事業所として看護職員について拘束力が働かない場合には、認められない。） 

 

〇 病院、診療所、訪問看護ステーションとの連携により、看護職員が指定通所介護事

業所の営業日ごとに利用者の健康状態の確認を行い、病院、診療所、訪問看護ステー

ションと指定通所介護事業所が提供時間帯を通じて密接かつ適切な連携（指定通所介

護事業所へ駆けつけることができる体制や適切な指示ができる連絡体制などを確保す

ること）を図っている場合には、看護職員が確保されているものとする。 

三 介護職員 指定通所介護の単位ごとに、当該指定通所介護を提供している時間帯

に介護職員(専ら当該指定通所介護の提供に当たる者に限る。)が勤務している時間数

の合計数を当該指定通所介護を提供している時間数(次項において「提供単位時間数」

という。)で除して得た数が利用者(当該指定通所介護事業者が法第１１５条の４５第

１項第一号ロに規定する第一号通所事業（旧法第８の２第７項に規定する介護予防通

所介護に相当するものとして市町村が定めるものに限る。）に係る指定事業者の指定

を併せて受け、かつ、指定通所介護の事業と当該第一号通所事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における指定通所介護又

は当該第一号通所事業の利用者。以下この節及び次節において同じ。)の数が十五人

までの場合にあっては一以上、十五人を超える場合にあっては十五人を超える部分の

数を五で除して得た数に一を加えた数以上確保されるために必要と認められる数 
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４ 機能訓練指導員 

 

 

● 機能訓練指導員が配置されていない日がある。 

 

 

 

 

 

５ 他の事業所等の兼務 

 

 

 

 

● （複数の事業を運営する法人において）通所介護事業所での勤務時間が他事業所と明

確に区分して記録していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 確保すべき介護職員の勤務延時間数の計算式 

 ・ 利用者数１５人まで 

   提供時間帯に単位ごとに確保すべき勤務延時間数 ≧ 平均提供時間数 

 

 ・ 利用者数１６人以上 

   提供時間帯に単位ごとに確保すべき勤務延時間数 ≧ （（利用者数—１５）÷５ 

＋１）×平均提供時間数 

 

※ 平均提供時間数 ＝ 利用者毎の提供時間数の合計÷利用者数 

四 機能訓練指導員 一以上 

（ポイント） 

○ 個別機能訓練加算算定の有無にかかわらず、機能訓練指導員（理学療法士、作業療

法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師）を１以上配

置する必要があること。 

(勤務体制の確保等) 

第１０１条 指定通所介護事業者は、利用者に対し適切な指定通所介護を提供できるよ

う、指定通所介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

（ポイント） 

○ 指定通所介護事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、通所介護従業者

の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、専従の生活相談員、看護職員、介護職員及び

機能訓練指導員の配置、管理者との兼務関係等を明確にすること。 

 

 ※ 従業者が他の事業所等の職員としての業務に従事している場合は、通所介護事業

所の従業者としての勤務時間と他の事業所等の従業者としての勤務時間を明確に区

別するとともに、それを記録しておくこと。 

 

  参照：管理者の責務 
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【管理者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 常勤の管理者を置いていない。 

● 管理者が業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行っていない。 

● 管理者が同一敷地内にない他の事業所の管理者を兼務している。 

● 管理者が同一事業所内の他の職種若しくは併設の他の事業所の管理者を兼務しており、 

  それぞれの勤務時間が勤務表上で明確に区別されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(管理者) 

第９４条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定通所介護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該指定通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他

の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

 

(管理者の責務) 

第５２条 指定通所介護事業所の管理者は、指定通所介護事業所の従業者の管理及び指

定通所介護の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的

に行うものとする。 

２ 指定通所介護事業所の管理者は、当該指定通所介護事業所の従業者にこの節の規定

を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

（ポイント） 

○ 指定通所介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管

理業務に従事するものとする。ただし、以下の場合であって当該事業所の管理業務に

支障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとする。 

 

 ① 当該指定通所介護事業所の通所介護従業者としての職務に従事する場合 

 ② 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の管理業務に支

障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等がある場合に、当該他の事業所、

施設等の管理者としての職務に従事する場合 

   兼務する職務が当該事業所の管理業務と同時並行的に行えない場合は不可。 

 

○ 管理者が他の業務を兼務できるのは、指定通所介護事業所の管理業務に支障がない

場合に限られる。 

 

○ 常勤とは、当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常

勤の従事者が勤務すべき時間数に達していることをいうものである。 
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Ⅴ 設備に関する基準 

【設備及び備品等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(設備及び備品等) 

第９５条 指定通所介護事業所は、食堂、機能訓練室、静養室、相談室及び事務室を有

するほか、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並びに指定通所介護の提供

に必要なその他の設備及び備品等を備えなければならない。  

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。  

一 食堂及び機能訓練室 

イ 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した

面積は、三平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上とすること。 

ロ イにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはその提供に支障

がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際にはその実施に支障がない広さ

を確保できる場合にあっては、同一の場所とすることができる。 

二 相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮されてい

ること。  

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定通所介護の事業の用に供するものでなければ

ならない。ただし、利用者に対する指定通所介護の提供に支障がない場合は、この限

りでない。  

４ 前項ただし書の場合（指定通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、夜間及

び深夜に指定通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該サービス

の内容を当該サービスの提供の開始前に当該指定通所介護事業者に係る指定を行った

都道府県知事（指定都市及び中核市にあっては、指定都市又は中核市の市長。以下同

じ。）に届け出るものとする。  

５  指定通所介護事業者が第９３条第１項第三号に規定する第一号通所事業に係る指

定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定通所介護の事業と当該第一号通所事業とが

同一の事業所において一体的に運営されている場合については、市町村の定める当該

第一号通所事業の設備に関する基準を満たすことをもって、第１項から第３項までに

規定する基準を満たしているものとみなすことができる。  
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（ポイント） 

○ 「利用定員×３㎡以上」の面積は、集団処遇が可能な部分の内法有効面積を算定す

る（固定式の家具（ロッカー・ベンチ等）・ミニキッチン・洗面台・手すり等は内法

有効面積に含まない）。 

 

○ 通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスを一体的に行っている事業

所に対し、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）の指定を行う場合、そ

れぞれの利用者の処遇に支障がないことを前提にサービス提供を行う必要がある。 

そのため、食堂及び機能訓練室の合計した面積については、通所介護と従前の介護

予防通所介護に相当するサービスついては、利用定員×３㎡を確保することに加えて、

通所型サービスＡについては、サービスを提供するために必要な室を確保するか、事

業所全体の利用定員×３㎡を確保する必要がある。 

 

（宿泊サービスの実施について） 

○ 別紙「指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外の

サービスを提供する場合の事業の人員、設備及び運営に関する指針について」参照 

 

○ 指定通所介護の提供以外の目的で、指定通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び

深夜に指定通所介護以外のサービス（以下「宿泊サービス」という。）を提供する場合

には、当該サービスの内容を当該サービスの提供開始前に当該指定通所介護事業者に

係る指定を行った香川県知事又は高松市長に届け出る必要がある。 

 

○ 指定通所介護事業者は、介護サービス情報の公表制度を活用し、当該宿泊サービス

の内容を入力・公表する。 

 

○ 指定通所介護事業者は届け出た宿泊サービスの内容に変更がある場合には、変更の

事由が生じてから１０日以内に指定権者に届け出ること。 

 

○ 宿泊サービスを休止又は廃止する場合は、その休止又は廃止の日の１月前までに指
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Ⅵ 運営に関する基準 

【内容及び手続の説明及び同意】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 「重要事項説明書」に、運営規程の概要、従業者の勤務体制その他の利用申込者が   

サービス選択に資すると認められる必要な事項が記載されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(内容及び手続の説明及び同意) 

第８条 指定通所介護事業者は、指定通所介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用

申込者又はその家族に対し、第１００条に規定する運営規程の概要、通所介護従業者

の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を

記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得な

ければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があった場合には、前

項の規定による文書の交付に代えて、第五項で定めるところにより、当該利用申込者

又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの(以下この

条において「電磁的方法」という。)により提供することができる。この場合において、

当該指定通所介護事業者は、当該文書を交付したものとみなす。 

（ポイント） 

○ 当該同意については、利用者及び指定通所介護事業者双方の保護の立場から書面に

よって確認することが望ましいものである。 

 

○ 利用者が利用することのできるサービスを明確にし、それぞれのサービス内容、利

用料等の記載に漏れがないように注意すること。 
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【基本方針】 

【心身の状況等の把握】 

【居宅サービス計画に沿ったサービスの提供】 

【指定通所介護の具体的取扱方針】 

【通所介護計画の作成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(基本方針) 

第９２条 指定居宅サービスに該当する通所介護(以下「指定通所介護」という。)の事

業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅におい

て、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持

又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者

の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的

負担の軽減を図るものでなければならない。 

 

 (心身の状況等の把握) 

第１３条 指定通所介護事業者は、指定通所介護の提供に当たっては、利用者に係る居

宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議(指定居宅介護支援等の事業の人員及

び運営に関する基準(平成十一年厚生省令第三十八号)第１３条第九号に規定するサー

ビス担当者会議をいう。以下同じ。)等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれて

いる環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなけれ

ばならない。 

 

(居宅サービス計画に沿ったサービスの提供) 

第１６条 指定通所介護事業者は、居宅サービス計画(施行規則第６４条第一号ハ及びニ

に規定する計画を含む。以下同じ。)が作成されている場合は、当該計画に沿った指定

通所介護を提供しなければならない。 

 

(指定通所介護の具体的取扱方針) 

第９８条 指定通所介護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

一 指定通所介護の提供に当たっては、次条第一項に規定する通所介護計画に基づき、

利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を行

う。 

二 通所介護従業者は、指定通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨

とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすい

ように説明を行う。 

三 指定通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術を

もってサービスの提供を行う。 

四 指定通所介護は、常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援助等の生

活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の希望に添って適切に提供する。

特に、認知症(法第５条の２に規定する認知症をいう。以下同じ。)である要介護者に

対しては、必要に応じ、その特性に対応したサービスの提供ができる体制を整える。 
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● サービス提供開始時及び計画変更時等において、利用者の心身の状況や希望等の把握

が不十分である。 

● 居宅（介護予防）サービス計画の内容が通所介護計画に位置づけられていない。 

● 居宅（介護予防）サービス計画、通所介護計画、実際に実施した通所介護の内容が整

合していない。 

● 目標や具体的サービス内容（個別性のある内容を具体的に）、所要時間等を記載した通

所介護計画が作成されていない。 

● 利用者への通所介護計画の交付が確認できなかった。 

● 通所介護計画の実施状況の把握（モニタリング）が当該計画と異なる内容のものとな

っていた。 

● 居宅（介護予防）サービス計画の内容に沿って、利用者の心身の状況、希望及びその

置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサ

ービス内容等を記載した通所介護計画を作成していない。 

● 通所介護計画の作成に当たって、居宅（介護予防）サービス計画の交付を受けていな

い。また、更新・変更された居宅（介護予防）サービス計画の交付を受けていないため、

居宅（介護予防）サービス計画に基づかないサービスを位置付けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(通所介護計画の作成) 

第９９条 指定通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれ

ている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサー

ビスの内容等を記載した通所介護計画を作成しなければならない。 

２ 通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービ

ス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

３ 指定通所介護事業所の管理者は、通所介護計画の作成に当たっては、その内容につ

いて利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

４  指定通所介護事業所の管理者は、通所介護計画を作成した際には、当該通所介護計

画を利用者に交付しなければならない。 

５ 通所介護従業者は、それぞれの利用者について、通所介護計画に従ったサービスの

実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 

（ポイント） 

○ 別紙 「指定（介護予防）通所介護の適切なサービスの提供について」参照 

 

○ 本人や家族との面談の内容やサービス担当者会議等を通じて把握した利用者の心身

の状況等（アセスメントの実施）を記録するとともに、通所介護計画作成に当たり活

用すること。 

 

○ ①居宅サービス計画、②通所介護計画、③実際に提供する通所介護の内容は整合し

ていること。 

 

○ 居宅サービス計画や通所介護計画に位置付けのない内容の通所介護については、介

護報酬を算定することはできない。 

 

〇 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定通所介護事業者は、当該居

宅サービス計画を作成している指定居宅介護支援事業者から通所介護計画の提供の求

めがあった際には、当該通所介護計画を提供することに協力するよう努めるものとす

る。 
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○ 通所介護計画は、居宅サービス計画の内容に沿ったものでなければならない。 

そのためには、サービス担当者会議に出席し情報共有することや居宅（介護予防）

サービス計画の交付を受け、サービス内容の確認を行うことが重要となる。 

 

○ 管理者は、通所介護計画の実施状況の把握を行い、利用者の状態の変化等により、

サービス内容に変更が生じた場合は、当該状況を居宅介護支援事業所（介護予防支援

事業所）へ情報提供し、居宅（介護予防）サービス計画の変更の提案を行うこと。 

 

※  なお、居宅（介護予防）サービス計画が変更された場合には、必要に応じ通所介

護計画の変更を行うこと。 

 

○ 屋外でサービス提供をすることについて 

 ・ 介護保険法第８条第７項で、次のとおり規定されている。「この法律において「通

所介護」とは、居宅要介護者について、老人福祉法第５条の二第三項の厚生労働省

令で定める施設又は同法第２０条の二の二に規定する老人デイサービスセンターに

通わせ、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話

であって厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練を行うこと(認知症対応型通所介護

に該当するものを除く。)をいう。」 

 

・ 指定通所介護は、事業所内でサービスを提供することが原則であるが、次に掲げ

る条件を満たす場合においては、事業所の屋外でサービスを提供することができる

ものであること。 

 イ あらかじめ通所介護計画に位置付けられていること。 

 ロ 効果的な機能訓練等のサービスが提供できること。 

  

 ・ 上記のことから、屋外でサービスを提供する場合には、適切なアセスメントに基

づき、通所介護計画に、効果的な機能訓練として位置づける必要があるとともに、

施設でのサービスの提供が原則であることから、屋外でのサービスが頻回でないこ

とに加えて施設内での通常サービスを希望する利用者に対しても、人員基準等を満

たしたサービスを提供することが必要である。 
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【サービス提供の記録】 

 

 

 

 

 

 

 

● サービス提供した際の、提供日、提供時間及び提供した具体的なサービス内容等必要

な事項を記録していない（記載漏れ含む）。 

 

 

 

 

 

【利用料等の受領】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(サービスの提供の記録) 

第１９条 指定通所介護事業者は、指定通所介護を提供した際には、当該指定通所介護

の提供日及び内容、当該指定通所介護について法第４１条第６項の規定により利用者

に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額その他必要な事項を、利用者の居宅

サービス計画を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、指定通所介護を提供した際には、提供した具体的なサービ

スの内容等を記録するとともに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付そ

の他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければならない。 

（ポイント） 

○ サービス提供日、居宅サービス費の額その他必要な事項（サービス提供時間、サー

ビスの内容、利用者の心身の状況など）の記載が必要である。 

(利用料等の受領) 

第９６条 指定通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当する指定通所介護を提

供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定通所介護に係る居宅介

護サービス費用基準額から当該指定通所介護事業者に支払われる居宅介護サービス費

の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

２ 指定通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定通所介護を提供し

た際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指定通所介護に係る居宅介護サー

ビス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、前二項の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の

額の支払を利用者から受けることができる。 

一 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して

行う送迎に要する費用 

二 指定通所介護に通常要する時間を超える指定通所介護であって利用者の選定に係

るものの提供に伴い必要となる費用の範囲内において、通常の指定通所介護に係る

居宅介護サービス費用基準額を超える費用 

三 食事の提供に要する費用 

四 おむつ代 

五 前各号に掲げるもののほか、指定通所介護の提供において提供される便宜のうち、

日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担さ

せることが適当と認められる費用 

４ 前項第三号に掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定めるところによるもの

とする。 

５ 指定通所介護事業者は、第三項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あ

らかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を

行い、利用者の同意を得なければならない。 
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【定員の遵守】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【非常災害対策】 

 

 

 

 

 

● 非常災害に関する具体的計画が作成されていない。 

● 避難訓練等が実施されていない。 

 

 

 

 

 

 

(定員の遵守) 

第１０２条 指定通所介護事業者は、利用定員を超えて指定通所介護の提供を行っては

ならない。ただし、災害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りではない。 

（ポイント） 

○ 利用定員超過による減算の取り扱いについては、月単位（月平均）とされている（災

害その他やむを得ない事情がある場合を除く。）が、減算の対象とならない場合でも、

１日単位で定員を遵守することが必要である。 

（ポイント） 

○ 第２項は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、法定代理受領サービスで

ない指定通所介護を提供した際に、その利用者から支払いを受ける利用料の額と、法

定代理受領サービスである指定通所介護に係る費用の額の間に、一方の管理経費の他

方への転嫁等による不合理な差額を設けてはならないこととしたものである。 

  なお、そもそも介護保険給付の対象となる指定通所介護のサービスと明確に区分さ

れるサービスについては、次のような方法により別の料金設定をして差し支えない。 

イ 利用者に、当該事業が指定通所介護の事業とは別事業であり、当該サービスが介

護保険給付の対象とならないサービスであることを説明し、理解を得ること。 

ロ 当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定通所介護事業所の運営規程とは別

に定められていること。 

ハ 会計が指定通所介護の事業の会計と区分されていること。 

 

(非常災害対策) 

第１０３条 指定通所介護事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時

の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとと

もに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 
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【衛生管理等】 

【衛生管理等】 

 

 

 

● 循環式浴槽の水質検査を実施していない、又は検査結果を保管していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 非常災害に関する具体的計画の概要を掲示しなければならない（県条例及び高松市

条例参照） 

 ※ 非常災害に関する具体的計画とは、消防計画（これに準ずる計画を含む）、風水害

及び地震等に対処するための計画をいう。 

 

○ 県では、携帯電話のメール送受信を活用した「社会福祉施設等被害状況確認システ

ム」を導入しています。 

  このシステムは、地震・台風などの災害時に、被害状況の確認メールを、あらかじ

め登録いただいた施設、居住系・通所系サービス事業所の代表者の携帯電話へ、県か

ら一斉配信し、利用者や建物の被害状況について返信してもらうことで、県と市町が

被害状況を一元的に把握できるというものです。 

  本システムを有効に活用するために、御理解と御協力をお願いします。 

  なお、システム登録等の手続きは、「かがわ介護保険情報ネット」に掲載しています。 

   

http://www.pref.kagawa.jp/choju/kaigo/jigyosya/risk-management/bousai.html 

 

《参考》 

 ・災害危険箇所に関する情報 

   香川県ホームページ（かがわ防災 Web ポータル） 

   http://www.bousai-kagawa.jp 

第１０４条 指定通所介護事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲
用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければ
ならない。 

２ 指定通所介護事業者は、当該指定通所介護事業所において感染症が発生し、又はま
ん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（ポイント） 
○ 食中毒及び感染症の発生を予防するためのマニュアルを整備し、従業者に周知するな

ど感染症予防に必要な措置を採ること。 
 

※  特に、インフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ症対策等に
ついては、その発生及びまん延を防止するための措置について、別途通知が発出さ
れているので、これに基づき、適切な措置を講じること。 

 
○ 食中毒及び感染症が発生した場合は、「社会福祉施設等における感染症等発生時にお

ける報告について」平成17年2月22日老発第0222001号に基づき、適切に報告する
こと。 

 
〇 入浴施設を安心して利用できるよう、レジオネラ症の発生予防のため、きちんとした

衛生管理体制を整えて、従業者に周知し、実行すること。 
 

※ 特に、「貯湯タンク」、「循環ろ過装置」、「気泡発生装置、ジェット噴射装置、
打たせ湯、シャワー等」、について、衛生的な管理を行うこと。 

「香川県特定入浴施設におけるレジオネラ症の発生の防止に関する指導要綱」を参照 
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【秘密保持等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 従業者から秘密保持についての誓約書を取る等の必要な措置が執られていない。 

 

 

 

 

 

【苦情処理】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● （苦情がないため、）苦情処理に関する手順を定めていない（記録様式等の未作成含む）。 

 

 

 

 

(秘密保持等) 

第３３条 指定通所介護事業所の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利

用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 指定通所介護事業者は、当該指定通所介護事業所の従業者であった者が、正当な理

由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、

必要な措置を講じなければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用い

る場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、

あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

（ポイント） 

○ 従業者の在職中及び退職後における、利用者及びその家族の個人情報に関する秘密

保持について、誓約書等により取決めておくこと。 

○ 家族の個人情報を使用する可能性もあるため、利用者だけでなく家族についても署

名できる様式としておくことが望ましい。 

第３６条 指定通所介護事業者は、提供した指定通所介護に係る利用者及びその家族からの
苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要
な措置を講じなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録し
なければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、提供した指定通所介護に関し、法第２３条の規定により市町村
が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若
しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するととも
に、市町村から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な
改善を行わなければならない。 

４ 指定通所介護事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を市町
村に報告しなければならない。 

５ 指定通所介護事業者は、提供した指定通所介護に係る利用者からの苦情に関して国民健
康保険団体連合会（国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）第４５条第五項に
規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下同じ。）が行う法第１７６条第一項第三号
の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合 会から同号の指導又は助言を受けた
場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

６ 指定通所介護事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、前項の
改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければならない。 

（ポイント） 

〇 苦情処理に関する手順を定め、苦情を受け付けた場合は、苦情の内容等を記録すること。

また、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を行うこと。 
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【事故発生時の対応】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● よく誤嚥する利用者に関してのヒヤリハット記録を残しているが、アセスメントをし

て再発防止のための取組などが記録されていない。 

● （事故報告マニュアルに基づき）市町に報告すべき事故を報告していない。 

● 事故や急変時に必要な対応方法等を定めたものがない。 

● 損害賠償保険に加入していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【会計の区分】 

 

 

 

 

● 会計が区分されていない 

 

 

 

 

 

 

第１０４条の２ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供により事故が
発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に
連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録し
なければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供により賠償すべき事故が発
生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

４ 指定通所介護事業者は、第９５条第４項の指定通所介護以外のサービスの提供により事
故が発生した場合は、第１項及び第２項の規定に準じた必要な措置を講じなければならな
い。 

（ポイント） 

〇 サービスの提供により事故が発生した場合の対応方法についてあらかじめ定めておく

ことが望ましい。（事故予防マニュアル等） 

事故報告については、「指定介護サービス事業者における事故発生時の報告マニュアル

香川県健康福祉部長寿社会対策課 平成 20 年 1 月 15 日制定（平成 27 年 2 月 27 日改

正）」又は「高松市介護サービスの提供時における事故の報告に関する事務取扱要領を参

照。（宿泊サービス提供時を含む） 

〇 賠償すべき事態においては、速やかに賠償を行なうこと。 

〇 事故が生じた際には、その原因を究明し、再発を防ぐための対策を講じること。 

第３８条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所ごとに経理を区分するとともに、指

定通所介護の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならない。 

（ポイント） 

〇 介護保険事業と他の事業の会計を区分すること。 

 ※ 利用料等の受領 参照 

 

○ 「介護保険の給付対象事業における会計の区分について」（平成１３年３月２８日 老

振発第１８号） 参照 
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【記録の整備】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０４条の３ 指定通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を

整備しておかなければならない。  

２ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供に関する次の各号に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならない。  

一 通所介護計画  

二 次条において準用する第１９条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容

等の記録  

三 次条において準用する第２６条に規定する市町村への通知に係る記録  

四 次条において準用する第３６条第２項に規定する苦情の内容等の記録  

五 前条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録  

 

（ポイント） 

○ 平成２５年４月１日以降、県条例及び市条例により、記録の保存期間は５年間として

いる。 

○ 保存期間の起算時期であるサービス提供の「完結の日」とは、利用者との契約の終了

日ではなく、それぞれの書類ごとに、その書類を使わなくなった日とする。基本的には、

事業者が「介護報酬を受け取った日の翌日」が起算日となるが、５年間は最低基準を定

めたものであり、事業運営、サービス提供上必要となる記録については、延長して保存

することは可能。 
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Ⅶ 介護報酬算定上の注意事項について 
 

【事業所規模による区分】 

● 誤った事業所規模区分により介護報酬を算定している。 

（老企第３６号 第２の７（４）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人員基準欠如に該当する場合の所定単位数の算定について】 

（老企第３６号 第２の７（２１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 別紙「指定通所介護及び指定通所リハビリテーションにおける事業所規模の区分の

確認について」を参照のこと。 

 

○ 指定通所介護と総合事業の現行の介護予防通所介護に相当するサービス（以下「相

当サービス」という。）を一体的に行う場合は、指定通所介護事業所の事業所規模区分

を決定する際の利用者数に相当サービスの利用者を含めて計算し、指定通所介護事業

所の利用定員の利用者数に含める。 

 

○ 指定通所介護と総合事業の緩和した基準によるサービス（通所型サービスA）を一

体的に行う場合は、指定通所介護事業所の事業所規模区分を決定する際の利用者数に

は、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）の利用者を含めず、指定通所

介護事業所の利用定員の利用者数にも含めない。 

 

○ 現在届け出ている内容を変更する場合は、平成３１年３月１５日までに提出するよ

う別途通知しているが、提出漏れ等が判明した場合は、至急提出すること。 

 

（ポイント） 

○ 人員基準欠如についての取扱い 

 イ 看護職員の数は、１月間の職員の数の平均を用いる。この場合、1 月間の職員の

平均は、当該月のサービス提供日に配置された延べ人数を当該月のサービス提供日

数で除して得た数とする。 

 ロ 介護職員等の数は、利用者数及び提供時間数から算出する勤務延時間数（サービ

ス提供時間数に関する具体的な取扱いは、「指定居宅サービス等及び指定介護予防サ

ービス等に関する基準について」（平成１１年９月１７日老企第２５号）第３の６の

１（１）を参照すること。）を用いる。この場合、１月間の勤務延時間数は、配置さ

れた職員の１月の勤務延時間数を当該月において本来確保すべき勤務延時間数で除

して得た数とする。 

 ハ 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合にはその翌月から人

員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者全員について所定単位数が通所介

護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算する。 
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【サービス提供体制強化加算】 

● 算定要件を満たさなくなったにもかかわらず、そのまま算定していた。 

                       （老企第３６号 第２の７（２２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 別紙「平成３１年度サービス提供体制強化加算の算定について」を参照のこと。 

 

○ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所

を含む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出

した平均を用いることとする。 

 

○ 上記以外の事業所にあっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）

の平均を用いることとし、年度で算定する。 

 

○ 現在届け出ている内容を変更する場合は、平成３１年３月１５日までに提出するよ

う別途通知しているが、提出漏れ等が判明した場合は、至急提出すること。 

   ・（看護職員の算定式） 

     サービス提供日に配置された延べ人数 

                        ＜ ０．９ 

          サービス提供日数 

  

  ・（介護職員の算定式） 
当該月に配置された職員の勤務延時間数 

                         ＜ ０．９ 
当該月に配置すべき職員の勤務延時間数 

 

 二 １割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに

至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に従

って減算される（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合

を除く。）。 

 

 

・（看護職員の算定式） 
          サービス提供日に配置された延べ人数 
    ０．９ ≦                     ＜ １．０ 
           サービス提供日数 

  

  ・（介護職員の算定式） 
当該月に配置された職員の勤務延時間数 

    ０．９ ≦                     ＜ １．０ 
当該月に配置すべき職員の勤務延時間数 

 

  

○ 著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用定員等の見直し、事業

の休止等を指導することとしている。当該指導に従わない場合には、特別な事情があ

る場合をのぞき、指定の取り消しを検討する。 
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【所要時間による区分】 
 
● 当初の通所介護計画に位置づけられた時間よりも大きく短縮しているにもかかわらず、

変更後の所要時間に応じた算定区分で算定していない。 

（老企第３６号 第２の７（１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【入浴介助加算】 

（老企第３６号 第２の７（８）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 別紙「指定（介護予防）通所介護及び指定（介護予防）通所リハビリテーションの

所要時間について」を参照。 

 

○ サービス提供時間が、利用者の心身の状況等から当初の通所介護計画に位置づけら

れた時間よりも短縮した場合に、変更後の所要時間に応じた算定区分で所定単位数を

算定すること。 

 

○ ２時間以上３時間未満の通所介護の単位数を算定できる利用者は、心身の状況から、

長時間のサービス利用が困難である者、病後等で短時間の利用から始めて長時間利用

に結びつけていく必要がある者など、利用者側のやむを得ない事情により長時間のサ

ービス利用が困難な者であること。なお、２時間以上３時間未満の通所介護であって

も、通所介護の本来の目的に照らし、単に入浴サービスのみと言った利用は適当では

なく、利用者の日常生活動作能力などの向上のため、日常生活を通じた機能訓練等が

実施されるべきものであること。 

 

○ 通所サービスのサービス提供時間帯における併設医療機関の受診は緊急やむを得な

い場合を除いて認められない。また、サービス開始前又は終了後の受診は可能である

が、一律に機械的に通所サービスの前後に組み入れることは適切でなく、当日の利用

者の心身の状況、サービスの見直しなどの必要性に応じて行われるべきものである。 

 

○ 緊急やむを得ない場合における併設医療機関（他の医療機関を含む）の受診により

通所サービスの利用を中止した場合は、併設医療機関等における保険請求が優先され

通所サービスについては変更後の所要時間に応じた所定単位数を算定しなければなら

ない。 

（ポイント） 

○ 入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定されるものであるが、こ

の場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のことであり、利用者の

自立支援や日常生活動作能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必

要に応じて介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果

として、身体に直接接触する介助を行わなかった場合についても、加算の対象となる

ものであること。また、通所介護計画上、入浴の提供が位置付けられている場合に、

利用者側の事情により、入浴を実施しなかった場合については、加算を算定できない。 

 

○ 全身を対象としたシャワー浴は算定の対象となるが、部分浴や清拭は算定の対象と

ならない。 
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【同一建物減算】 

（老企第３６号 第２の７（１８）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【送迎減算】 

（老企第３６号 第２の７（１９）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 「同一建物」とは、当該指定通所介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物

を指す。具体的には、当該建物の１階部分に指定通所介護事業所がある場合や、当該

建物と渡り廊下でつながっている場合が該当する。 

  また、ここでいう同一建物については、当該建物の管理、運営法人が事業所の事業

者と異なる場合であっても該当するものである。 

 

○ 減算の対象となるのは、当該事業所と同一建物に居住する者及び同一建物から指定

通所介護を利用する者に限られる。したがって、例えば、自宅（同一建物に居住する

者を除く。）から通所介護事業所へ通い、同一建物に宿泊する場合、この日は減算の対

象とならないが、同一建物に宿泊したものが通所介護事業所へ通い、自宅（同一建物

に居住する者を除く。）に帰る場合、この日は減算の対象となる。 

 

※ 上記以外については、事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利

用者に通所介護を行う場合について（老企第３６号 第２の７（１８））参照。 

（ポイント） 

○ 利用者に対して、その居宅と指定通所介護事業所との間の送迎を行わない場合（利

用者が自ら通う場合、利用者の家族等が送迎を行う場合など事業者が送迎を実施して

いない場合）は、片道につき４７単位を所定単位数から減算する。 

 

○ 当該減算は、事業者が送迎を行わない場合を対象とするものであるため、手段を問

うものではない。（事業所の職員が徒歩で利用者の送迎を実施した場合、減算の対象に

はならない。） 

 

○ 宿泊サービスを利用した場合は、送迎減算による減額を行うこと。 

 

○ 同一建物減算の対象となっている場合には、当該減算の対象とはならない。 
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【個別機能訓練加算（Ⅰ）（Ⅱ）】 

（老企第３６号 第２の７（１１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 個別機能訓練計画を作成後、３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問していない。 

● 常勤の機能訓練指導員が提供時間帯を通じて配置されていない。 

（個別機能訓練加算（Ⅰ）関係） 

● 目標及び機能訓練の内容が、身体機能そのものの回復を図るものとなっている。 

（個別機能訓練加算（Ⅱ）関係） 

 

 

 

 

※ 通所介護、地域密着型通所介護及び短期入所生活介護における個別機能訓練加算に関す

る事務処理手順例及び様式例の提示について 

 （平成２７年３月２７日付け老振発第０３２７第２号を参照のこと。） 

（イ 個別機能訓練加算（Ⅰ）） 

次のいずれにも適合すること。 

(1) 指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、は

り師またはきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員

を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下「理

学療法士等」）を１名以上配置していること。 

(2) 個別機能訓練計画の作成及び実施において利用者の自立の支援と日常生活の充実に資

するよう複数の種類の機能訓練の項目を準備し、その項目の選択に当っては、利用者の生

活意欲が増進されるよう利用者を援助し、心身の状況に応じた機能訓練を適切に行ってい

ること。 

(3) 機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練

指導員等」）が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、

計画的に機能訓練を行っていること。 

(4) 機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上で、個別機能訓練計画を作成し、その後

３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問した上で、当該利用者又はその家族に対して、

機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、訓練内容の見直し等を行って

いること。 

 

（ロ 個別機能訓練加算（Ⅱ）） 

(1) 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置していること。 

(2) 機能訓練指導員等が共同して、利用者の生活機能向上に資するよう利用者ごとの心身の

状況を重視した個別機能訓練計画を作成していること。 

(3) 個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備

し、理学療法士等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。 

(4) イ(4)に掲げる基準に適合すること。（機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上

で、個別機能訓練計画を作成し、その後３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問した上

で、当該利用者又はその家族に対して、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等

を説明し、訓練内容の見直し等を行っていること。） 
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（ポイント） 

○ 個別機能訓練加算（Ⅱ）に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する

理学療法士等を１名以上配置して行うものであること。 

 

○ 個別機能訓練加算（Ⅱ）に係る機能訓練は、身体機能そのものの回復を主たる目的

とする機能訓練ではなく、残存する身体機能を活用して生活機能の維持・向上を図り、

利用者が居宅において可能な限り自立して暮らし続けることを目的として実施するも

のである。 

  具体的には、適切なアセスメントを経て利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握

し、日常生活における生活機能の維持・向上に関する目標（１人で入浴ができるよう

になりたい等）を設定のうえ、当該目標を達成するための訓練を実施すること。 

 

○ 上記の目標については、利用者又は家族の意向及び利用者を担当する介護支援専門

員の意見も踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階

的な目標を設定するなど可能な限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。 

 

○ 個別機能訓練加算（Ⅱ）に係る機能訓練は、類似の目標を持ち同様の訓練内容が設

定された５人程度以下の小集団（個別対応含む）に対して機能訓練指導員が直接行う

こととし、必要に応じて事業所内外の設備等を用いた実践的かつ反復的な訓練とする

こと。実施時間については、個別機能訓練計画に定めた訓練内容の実施に必要な１回

あたりの訓練時間を考慮し適切に設定すること。 

  また、生活機能の維持・向上のための訓練を効果的に実施するためには、計画的・

継続的に行う必要があることから、概ね週１回以上実施することを目安とする。 

 

○ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員等が共同して、利用者ごとにそ

の目標、実施時間、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成し、これに基づ

いて行った個別機能訓練の効果、実施時間、実施方法等について評価等を行う。なお、

通所介護においては、個別機能訓練計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載す

る場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとす

る。 

 

○ 個別機能訓練を行う場合は、機能訓練指導員等が居宅を訪問した上で利用者の居宅

での生活状況（起居動作、ＡＤＬ、ＩＡＤＬ等の状況）を確認し、多職種共同で個別

機能訓練計画を作成した上で実施することとし、その後３月ごとに１回以上利用者の

居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況を確認した上で、利用者又はその家族に対

して個別機能訓練計画の内容（評価を含む）や進捗状況等を説明し、記録するととも

に訓練内容の見直しを行う。また、評価内容や目標の達成度合いについて、当該利用

者を担当する介護支援専門員等に適宜報告・相談し、必要に応じて利用者又は家族の

意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直

しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。 

 

○ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保

管され、常に当該事業所の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにする

こと。 
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【認知症加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（老企第３６号 第２の７（１３）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 常勤換算方法による職員数の算定方法（具体例）は、「平成27年度報酬改定Ｑ＆Ａ

（Vol．１）」問２５による。 

 

○ 「日常生活に支障を来たすおそれのある症状又は行動が認められることから介護を

必要とする認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者を

指すものとし、これらの者の割合については、前年度（3月を除く。）又は届出日の属

する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、利用実人員数又は利用延人員数

を用いて算定するものとし、要支援者に関しては人員数には含めない。 

 

○ 利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法（具体例）は、「平成27年度報酬

改定Ｑ＆Ａ（Vol．１）」問３１による。 

 

○ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所

を含む。）については、前年度の実績による加算の届出はできないものとする。 

 

○ 前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降において

も、直近３月間の利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければな

らない。また、その割合については、毎月ごとに記録するものとし、所定の割合を下

回った場合については、速やかに加算が算定されなくなる旨を届け出ること。 

 

○ 当該加算については、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者に対して

算定することができる。また、中重度者ケア体制加算の算定要件も満たす場合は、認

知症加算の算定とともに中重度者ケア体制加算も算定できる。 

次のいずれにも適合しているものとして、都道府県知事に届け出た指定通所介護事業

所において、日常生活に支障を来たすおそれのある症状又は行動が認められることから

介護を必要とする認知症の者に対して指定通所介護を行った場合は、認知症加算として、

１日につき６０単位を所定単位数に加算する。 

 

イ 指定居宅サービス等基準第９３条第１項第二号又は第三号に規定する員数に加

え、看護職員又は介護職員を常勤換算方法で２以上確保していること。 

ロ 指定通所介護事業所における前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者の

総数のうち、日常生活に支障を来たすおそれのある症状又は行動が認められること

から介護を必要とする認知症の者の占める割合が１００分の２０以上であること。 

ハ 指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる認知

症介護の指導にかかる専門的な研修、認知症介護にかかる専門的な研修、認知症介

護にかかる実践的な研修等を終了した者を１名以上配置していること。 
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【中重度者ケア体制加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（老企第３６号 第２の７（９）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 常勤換算方法による職員数の算定方法（具体例）は、「平成27年度報酬改定Ｑ＆Ａ

（Vol．１）」問２５による。 

 

○ 要介護３、要介護４又は要介護５である者の割合については、前年度（3月を除く。）

又は届出日の属する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、利用実人員数又

は利用延人員数を用いて算定するものとし、要支援者に関しては人員数には含めない。 

 

○ 利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法（具体例）は、「平成27年度報酬

改定Ｑ＆Ａ（Vol．１）」問３１による。 

 

○ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所

を含む。）については、前年度の実績による加算の届出はできないものとする。 

 

○ 前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降において

も、直近３月間の利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければな

らない。また、その割合については、毎月ごとに記録するものとし、所定の割合を下

回った場合については、速やかに加算が算定されなくなる旨を届け出ること。 

 

○ 当該加算については、事業所を利用する利用者全員（要介護者）に算定することが

できる。また、認知症加算の算定要件も満たす場合は、中重度者ケア体制加算の算定

とともに認知症加算も算定できる。 

 

○ 看護職員は、指定通所介護を行う時間帯を通じて１名以上配置する必要があり、他

の職務との兼務は認められない。専従の看護職員として提供時間帯を通じて既に配置

している場合（指定基準に定める看護職員）には、新たに配置する必要はないが、当

該看護職員の勤務時間は、常勤換算を算出する際の加配時間数とすることはできない。 

 

次のいずれにも適合しているものとして、都道府県知事に届け出た指定通所介護事業

所が、中重度の要介護者を受け入れる体制を構築し、指定通所介護を行った場合は、中

重度ケア体制加算として、１日につき４５単位を所定単位数に加算する。 

 

イ 指定居宅サービス等基準第９３条第１項第二号又は第三号に規定する員数に加

え、看護職員又は介護職員を常勤換算方法で２以上確保していること。 

ロ 指定通所介護事業所における前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者の

総数のうち、要介護３、要介護４又は要介護５である者の占める割合が１００分の

３０以上であること。 

ハ 指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる看護

職員を１名以上配置していること。 
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【生活機能向上連携加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（老企第３６号 第２の７（１０）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハ

ビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定通所介護事

業所を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員等と共同してアセスメント、利用者の身

体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。その際、理学療法

士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する助言

を行うこと。 

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬に

おける疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護

老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院であること。 

○ 個別機能訓練計画には、利用者ごとにその日の目標、実施時間、実施方法等の内容

を記載しなければならない。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利

用者を担当する介護支援専門員の意見も踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲

の向上につながるよう、段階的な目標を設定するなど、可能な限り具体的かつ分かり

やすい目標とすること。なお、個別機能訓練計画に相当する内容を通所介護計画の中

に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができる

ものとする。また、個別機能訓練加算を算定している場合は、別に個別機能訓練計画

を作成する必要はない。                   【次頁に続く】 

 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県知事に届け出て、連

携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した

場合に、1月につき２００単位を所定単位数に加算する。 

ただし、個別機能訓練加算を算定している場合には、１月につき１００単位を所定

単位数に加算する。 

 

イ 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリ

ハビリテーションを実施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が２

００床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存

在しないものに限る。以下同じ。）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医

師（以下「理学療法士等」という。）が、当該指定通所介護事業所、指定地域密着

型通所介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事業所を訪問し、当該事業所の機

能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓

練指導員等」という。）と共同してアセスメント（利用者の心身の状居湯を勘案し、

自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握す

ることをいう。）、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行

っていること。 

ロ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能向上を目的とする機

能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓

練を適切に提供していること。 

ハ 機能訓練指導員等が理学療法士等と連携し、個別機能訓練計画の進捗状況等を３

月ごとに１回以上評価し、利用者又はその家族に対して機能訓練の内容と個別機能

訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて訓練内容の見直し等を行っているこ

と。 
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（前頁からの続き 生活機能向上連携加算 （老企第３６号 第２の７（１０）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （平成３０年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ Ｖｏｌ.１） 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機

能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に

機能訓練を適切に提供していること。 

○ 個別機能訓練計画の進捗状況等について、３月ごとに１回以上、理学療法士等が指

定通所介護事業所を訪問し、機能訓練指導員等と共同で評価した上で、機能訓練指導

員等が利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状

況等を説明し記録するとともに、必要に応じて訓練内容の見直し等を行うこと。 

○ 各月における評価内容や目標の達成度合いについて、機能訓練指導員等が、利用者

又はその家族及び理学療法士等に報告・相談し、必要に応じて当該利用者又はその家

族の意向を確認の上、理学療法士等から必要な助言を得た上で、当該利用者のＡＤＬ

（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、

掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）の改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容

の変更など適切な対応を行うこと。 

○ 機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管さ

れ、常に当該事業所の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。 

 

（問３５） 指定通所介護事業所は、生活機能向上連携加算に係る業務について指定訪

問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又は医療提供施

設と委託契約を締結し、業務に必要な費用を指定訪問リハビリテーション事業所等

に支払うことになると考えてよいか。 

（回答） 貴見のとおりである。なお、委託料についてはそれぞれの合議により適切に

設定する必要がある。 
 

（問３６） 生活機能向上連携加算は、同一法人の指定訪問リハビリテーション事業所

若しくは指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施してい

る医療提供施設（原則として許可病床数２００床未満のものに限る。）と連携する場

合でも算定できるものと考えてよいか。 

（回答） ・貴見のとおりである。 

     ・なお、連携先について、地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医療の

主たる担い手として想定されている２００床未満の医療提供施設に原則とし

て限っている趣旨や、リハビリテーション専門職（理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士）の有効活用、地域との連携の促進の観点から、別法人からの連

携の求めがあった場合には、積極的に応じるべきである。 
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【栄養スクリーニング加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 ※ 厚生労働大臣が定める基準 

  ・定員超過利用、人員基準欠如に該当していないこと。 
 

（老企第３６号 第２の８（１６）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 栄養スクリーニング加算の算定に係る栄養状態に関するスクリーニングは、利用者

ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。 

○ 栄養スクリーニング加算の算定に当たっては、利用者について、次に掲げるイから

ニに関する確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。 

 イ ＢＭＩが１８.５未満である者 

 ロ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施に

ついて」（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知）

に規定する基本チェックリストの№１１の項目が「１」に該当する者 

 ハ 血清アルブミン値が３.５ｇ／ｄｌ以下である者 

 ニ 食事摂取量が不良（７５％以下）である者 

○ 栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で決

定することとして、原則として、当該事業所が当該加算に基づく栄養スクリーニング

を継続的に実施すること。 

○ 栄養スクリーニング加算に基づく栄養スクリーニングの結果、栄養改善加算に係る

栄養改善サービスの提供が必要と判断された場合には、栄養スクリーニング加算の算

定月でも栄養改善加算を算定できること。 

  別に厚生労働大臣が定める基準（※）に適合する指定通所介護事業所の従業者が、

利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者

の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の

改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合

に、栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所定単位数に加算する。 

  ただし、当該利用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算

定している場合にあっては算定せず、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改

善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、算

定しない。 

※ 居宅サービスにおける栄養ケア・マネジメント等に関する事務処理手順及び様式例

の提示について 

 （平成１８年３月３１日付け 老老発第０３３１００９号を参照のこと。） 
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（平成３０年度介護報酬Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｖｏｌ.１】 

（問３０） 当該利用者が、栄養スクリーニング加算を算定できるサービスを複数利用

している場合、栄養スクリーニング加算の算定事業者をどのように判断すればよい

か。 

（回答） サービス利用者が利用している各種サービスの栄養状態との関連性、実施時

間の実績、栄養改善サービスの提供実績、栄養スクリーニングの実施可能性等を踏

まえ、サービス担当者会議で検討し、介護支援専門員が判断・決定するものとする。 

 

【Ｖｏｌ.６】 

（問２） 栄養スクリーニング加算は当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を

算定している場合にあっては算定しないこととされているが、当該事業所以外で算

定してから６か月を空ければ当該事業所で算定できるか。 

（回答） ６か月を空ければ算定は可能だが、算定事業者の決定については「平成３０

年介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Ｖｏｌ．１）」（平成３０年３月２３日）の通所系・居住系

サービスにおける栄養スクリーニング加算に係る問３０（上記）を参照されたい。 



 

 

 

 

 

平成３０年度 
 

 

通 所 介 護 
 

集 団 指 導 資 料 

（別 紙） 
 

 

 

 

 

 

香 川 県 健 康 福 祉 部  長 寿 社 会 対 策 課 
 

高松市健康福祉局長寿福祉部 介護保険課 

 

 

 

 

平成３１年３月２２日 

別 紙 



事 務 連 絡 

平成３１年２月２８日 

通所介護事業所 管理者 様 

 

香川県健康福祉部長寿社会対策課 

 

ＡＤＬ維持等加算の届出について（通知） 

 

通所介護事業所において、平成３１年度からＡＤＬ維持等加算を算定する場合は、下記の届出が

必要となりますので、お知らせします。（※高松市内の通所介護事業所及び各市町の地域密着型通

所介護事業所については、各保険者へお問い合わせください。） 

 

記 

 

【平成３１年度の算定に必要な届出について】 

 

 （注意） 平成３０年７月３１日までに「ＡＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」を届け出ている事

業所が対象です。 

      「ＡＤＬ維持等加算に関する事務処理手順及び様式例について」（平成３０年４月６

日付け老振発０４０６第１号、老老発０４０６第３号）では、当該加算の申出の有無の

届出について、「当該加算を算定しようとする年度の初日の属する年の前年の１２月１

５日までに」届出をおこなうこととされていますが、「平成３０年度介護報酬改定に関

するＱ＆Ａ（Ｖｏｌ．４）（平成３０年５月２９日）問７」では、申し出た年において

は、申出の日の属する月から同年１２月までの期間を評価対象期間とするため、評価対

象利用開始月から起算して６ヶ月を確保するためには、平成３０年７月までに申出の届

出を行う必要があるとされています。 

 

 １ 提出書類 

  （１）介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

  （２）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１） 

      ※「ＡＤＬ維持等加算」を「あり」として届け出てください。 

  （３）ＡＤＬ維持等加算に係る届出書（様式第 70号） 
 
   ※各様式については「かがわ介護保険情報ネット」をご覧ください。 

    （http://www.pref.kagawa.jp/choju/kaigo/jigyosya/youshiki/kyufuhi.html） 

 

 ２ 提出期限 

  平成３１年３月１５日（金）まで 

 

 ３ 提出先 

香川県 健康福祉部 長寿社会対策課 在宅サービスグループ  電話(087)832-3269 

 

 

http://www.pref.kagawa.jp/choju/kaigo/jigyosya/youshiki/kyufuhi.html


 ４ 算定対象事業所の決定 

   県は、国保連合会が行う算定要件適合の確認結果と、平成３１年３月１５日までに届出の

あった「ＡＤＬ維持等加算に係る届出書（様式第 70号）」の要件を確認した上で、ＡＤＬ維持

等加算の対象事業所を決定します。 

 

 ５ 留意事項 

（１）ＡＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」を届け出ている場合でも、算定要件を満たさなけれ

ば、算定の対象となりません。 

（２）算定要件を満たしていても、ＡＤＬ維持等加算算定の申出や算定の届出をしていない場

合は、算定できません。 

 

【平成３２年度の算定に必要な届出について】 

 

  加算算定期間：平成３２年度（平成３２年４月～平成３３年３月） 

  評価対象期間：平成３１年１月～１２月 
 

  加算の算定を希望する場合は、下記の１及び２の届出が必要です。 

 

 １ 「ＡＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」の届出 

 

（注意） 平成３０年４月以降、既に届け出ている場合は、改めて提出する必要はありません。 

新たにＡＤＬ維持等加算を算定するために届出（申出）をする場合、届け出た年に

おいては、届出日の属する月から同年１２月までが評価対象期間となります。評価対

象利用開始月から起算して６ヶ月を確保するためには、前年の７月までに届出（申出）

を行う必要があります。 

 

   １．提出書類 

    （１）介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

    （２）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１） 

        ※「ＡＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」を「あり」として届け出てください。 

        ※申出を行う時点では、「ＡＤＬ維持等加算」については「なし」として届け出

てください。 

 

   ２．提出期限 

    平成３１年７月３１日（水）まで 

 

 ２ 「ＡＤＬ維持等加算に係る届出書（様式第 70号）」の届出 

 

  （注意） 平成３１年７月までに「ＡＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」を届け出ている事業所

が対象です。 

 

 

 



   １．提出書類 

    （１）介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

    （２）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１） 

        ※「ＡＤＬ維持等加算」を「あり」として届け出てください。 

    （３）ＡＤＬ維持等加算に係る届出書（様式第 70号） 

 

   ２．提出期限 

    平成３２年３月１５日まで 

 

   ３．算定対象事業所の決定 

     県は、国保連合会が行う算定要件適合の確認結果と、平成３２年３月１５日までに届け

出られた「ＡＤＬ維持等加算に係る届出書（様式第 70号）」の要件を確認した上で、ＡＤ

Ｌ維持等加算の対象事業所を決定します。 

 

   ４．留意事項 

（１）「ＡＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」を届け出ている場合でも、算定要件を満たさな

ければ、算定の対象とはなりません。 

（２）算定要件を満たしていても、ＡＤＬ維持等加算算定の申出や算定の届出をしていな

い場合は、算定できません。 

 

   ※各届出の様式については「かがわ介護保険情報ネット」をご覧ください。 

    （http://www.pref.kagawa.jp/choju/kaigo/jigyosya/youshiki/kyufuhi.html） 

 

【参考資料】 

 

 ○ＡＤＬ維持等加算に関する事務処理手順及び様式例について（介護最新情報 Vol.648） 

  （https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000203422.pdf） 

 

 ○平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（介護保険最新情報 Vol.657） 

  問７ 

  （https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000210115.pdf） 

 

 

 

 
【問い合わせ先】 

 香川県長寿社会対策課 

 在宅サービスグループ 

             TEL 087(832)3269 

http://www.pref.kagawa.jp/choju/kaigo/jigyosya/youshiki/kyufuhi.html
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000203422.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000210115.pdf


事 務 連 絡 

平成３１年２月２６日 

 

関係事業所管理者 様 

 

香川県健康福祉部長寿社会対策課 

 

指定通所介護及び指定通所リハビリテーションにおける事業所規模 

の区分の確認について 

 

 平成３１年度の指定通所介護事業所及び指定通所リハビリテーション事業所の介

護報酬の基になる事業所規模の区分については、平成３０年度（３０年４月～３１年

２月の１１ヶ月）の１月当たりの平均利用延人員数によって決定します。（前年度の

実績が６月に満たない事業者又は前年度から２５％以上定員を変更する事業者の場

合、別の算定方式となりますので、ご注意ください。） 

 平成３１年度も継続して事業を実施する事業所は、事業所規模の区分が変更になる

かどうかを確認し、変更になる場合は下記のとおり届出書を提出してください。 

 区分に変更がない場合には、提出する必要はありません。 

 

記 

１．提出書類 

 （１）介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

 （２）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 

 （３）事業所規模算出の根拠書類（別紙１又は別紙２参照、事業所作成の任意様式でも可） 

    

２．提出期間  平成３１年３月１５日（金） 

       ※ 平成３１年４月１日付けで介護給付費算定に係る体制等に関す

る届出書等の変更がある場合は、事業所規模の変更と合わせて１回

で提出してください。 

         

３．提出先  ○所在地が高松市内である事業所 

         高松市 健康福祉局 長寿福祉部 介護保険課 相談指導係 

         電話（087）839-2326 

       ○所在地が高松市以外である事業所 

         香川県 健康福祉部 長寿社会対策課 在宅サービスグループ 

         電話（087）832-3269 

４．その他 

  事業所規模算出については、次の参考様式を掲載しますので、ご活用ください。 

   （１）別紙１ 規模別報酬計算表（通所介護） 

   （２）別紙２ 規模別報酬計算表（通所リハビリテーション） 



 

〔参考１〕 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理

指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する

基準の制定に伴う実施上の留意事項について（老企第３６号 平成１２年３月１日抜粋） 

 

＜通所介護＞ 

 第２ 居宅サービス単位数表に関する事項 ７通所介護費（４）事業所規模による区分の取扱い 

  ① 事業所規模による区分については、施設基準第五号イ（１）に基づき、前年度の１月当

たりの平均利用延人員数により算定すべき通所介護費を区分しているところであるが、当

該平均利用延人員数の計算に当たっては、同号の規定により、当該指定通所介護事業所に

係る指定通所介護事業者（中略）が指定介護予防通所介護事業者若しくは第１号通所事業

の指定のいずれか又はその双方の指定を併せて受け一体的に事業を実施している場合は、

当該指定介護予防通所介護事業所及び当該第１号通所事業における前年度の１月当たりの

平均利用延人員数を含む（指定介護予防通所介護事業所における平均利用延人員数につい

ては、平成３０年度分の事業所規模を決定する際の平成２９年度の実績に限る）こととさ

れているところである。したがって、仮に指定通所介護事業者が指定介護予防通所介護事

業者若しくは第１号通所事業の指定のいずれか又はその双方を併せて受けている場合であ

っても、事業が一体的に実施されず、実態として両事業が分離されて実施されている場合

には、当該平均利用延人員数には当該指定介護予防通所介護事業所又は当該第１号通所事

業の平均利用延人員数は含めない取扱いとする。 

  ② 平均利用延人員数の計算に当たっては、３時間以上４時間未満、４時間以上５時間未満

の報酬を算定している利用者（２時間以上３時間未満の報酬を算定している利用者を含

む。）については、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、５時間以上６時間未満、６時

間以上７時間未満の報酬を算定している利用者については利用者数に４分の３を乗じて得

た数とする。また、平均利用延人員数に含むこととされた指定介護予防通所介護事業所又

は第１号通所事業の利用者の計算に当たっては、指定介護予防通所介護（旧指定介護予防

サービス等基準第９６条に規定する指定介護予防通所介護をいう。）又は第１号通所事業の

利用時間が５時間未満の利用者については、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、利

用時間が５時間以上６時間未満、６時間以上７時間未満の利用者については、利用者数に

４分の３を乗じて得た数とする。ただし、指定介護予防通所介護事業所又は第１号通所事

業の利用者については、同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えて

いく方法によって計算しても差し支えない。 

    また、１月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月における平均

利用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数によるものと

する。 

  ③ 前年度の実績が６月に満たない事業者（新たに事業を開始し、又は再開した事業者を含

む。）又は前年度から定員を概ね２５％以上変更して事業を実施しようとする事業者におい

ては、当該年度に係る平均利用延人員数については、便宜上、都道府県知事に届け出た当

該事業所の利用定員の９０％に予定される１月当たりの営業日数を乗じて得た数とする。 



  ④ 毎年度３月３１日時点において、事業を実施している事業者であって、４月以降も引き

続き事業を実施するものの当該年度の通所介護費の算定に当たっては、前年度の平均利用

延人員数は、前年度において通所介護費を算定している月（３月を除く。）の１月当たりの

平均利用延人員数とする。（以下略） 

 

＜通所リハビリテーション＞ 

 第２ 居宅サービス単位数表に関する事項 ８通所リハビリテーション（７）平均利用延人員数

の取扱い 

  ① 事業所規模による区分については、施設基準第六号イ（１）に基づき、前年度の１月当

たりの平均利用延人員数により算定すべき通所リハビリテーション費を区分しているとこ

ろであるが、当該平均利用延人員数の計算に当たっては、同号の規定により、当該指定通

所リハビリテーション事業所に係る指定通所リハビリテーション事業者が指定介護予防通

所リハビリテーション事業者の指定を併せて受け一体的に事業を実施している場合は、当

該指定介護予防通所リハビリテーション事業所における前年度の１月当たりの平均利用延

人員数を含むこととされているところである。したがって、仮に指定通所リハビリテーシ

ョン事業者が指定介護予防通所リハビリテーション事業者の指定を併せて受けている場合

であっても、事業が一体的に実施されず、実態として両事業が分離されて実施されている

場合には、当該平均利用延人員数には当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所の

平均利用延人員数は含めない取扱いとする。 

  ② 平均利用延人員数の計算に当たっては、１時間以上２時間未満の報酬を算定している利

用者については、利用者数に４分の１を乗じて得た数とし、２時間以上３時間未満の報酬

を算定している利用者及び３時間以上４時間未満の報酬を算定している利用者については、

利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、４時間以上５時間未満の報酬を算定している利

用者及び５時間以上６時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者数に４分

の３を乗じて得た数とする。また、平均利用延人員数に含むこととされた指定介護予防通

所リハビリテーション事業所の利用者の計算に当たっては、指定介護予防通所リハビリテ

ーションの利用時間が２時間未満の利用者については、利用者数に４分の１を乗じて得た

数とし、２時間以上４時間未満の利用者については、利用者数に２分の１を乗じて得た数

とし、利用時間が４時間以上６時間未満の利用者については、利用者数に４分の３を乗じ

て得た数とする。ただし、指定介護予防通所リハビリテーション事業所の利用者について

は、同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく方法によって計

算しても差し支えない。 

    また、１月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月における平均

利用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数によるものと

する。 

  ③ 前年度の実績が６月に満たない事業者（新たに事業を開始し、又は再開した事業者を含

む）又は前年度から定員をおおむね２５％以上変更して事業を実施しようとする事業者に

おいては、当該年度に係る平均利用延人員数については、便宜上、都道府県知事に届け出

た当該事業所の利用定員の９０％に予定される１月当たりの営業日数を乗じて得た数とす

る。 



  ④ 毎年度３月３１日時点において、事業を実施している事業者であって、４月以降も引き

続き事業を実施するものの当該年度の通所リハビリテーション費の算定に当たっては、前

年度の平均利用延人員数は、前年度において通所リハビリテーション費を算定している月

（３月を除く。）の１月当たりの平均利用延人員数とする。（以下略） 

 



〔参考２〕 

  介護報酬Ｑ＆Ａ（通所介護・通所リハビリテーション共通） 
 

（１）事業所規模区分（24.3.30 問 10） 

 問 事業所規模による区分について、前年度の１月あたりの平均利用延人員数により算定すべ

き通所サービス費を区分しているが、具体的な計算方法如何。 

 答 以下の手順・方法に従って算出すること。 

   ① 各月（暦月）ごとに利用延人員数を算出する。 

   ② 毎日事業を実施した月においては、当該月の利用延人員数にのみ７分の６を乗じる（小

数点第３位を四捨五入） 

   ③ ②で算出した各月（暦月）ごとの利用延人員数を合算する。 

   ④ ③で合算した利用延人員数を、通所サービス費を算定している月数で割る。 

   ※ ②を除き、計算の過程で発生した小数点の端数処理は行わないこと。 

〔具体例〕 ６月から１０月まで毎日営業した事業所の利用延人員数の合計 

 4月 5月 ６月 7月 8月 9 月 10月 11 月 12月 1月 2月 計 

延べ人数 305.00 310.50 340.75 345.50 339.25 345.50 350.75 309.50 300.75 310.50 301.00 ― 

×6/7 ― ― 292.07 296.14 290.79 296.14 300.64 ― ― ― ― ― 

最終人数 305.00 310.50 292.07 296.14 290.79 296.14 300.64 309.50 300.75 310.50 301.00 3313.03 

→ 利用延べ人数（４月～２月）･･･3313.03 人 

  平均利用延人員数＝3313.03 人÷11 ヶ月＝301.184･･･人 
 

（２）同一事業所で２単位以上提供する場合の計算（H21.3.23 問 52） 

 問 同一事業所で２単位以上の通所介護を提供する場合、規模別報酬の算定は単位毎か、すべ

ての単位を合算するのか。 

 答 実績規模別の報酬に関する利用者の計算は、全ての単位を合算で行う。 
 

（３）定員変更の例外的適用の取扱い（H20.4.21 問 24） 

 問 通所介護等の事業所規模区分の計算に当たっては、 

①原則として、前年度の１月当たりの平均利用延べ人員数により、 

   ②例外的に、前年度の実績が６月に満たない又は前年度から定員を２５％以上変更して事

業を行う事業者においては、便宜上、利用定員の９０％に予定される１月当たりの営業

日数を乗じて得た数により、 

事業所規模の区分を判断することとなる。 

しかし、②を利用することにより、年度末に定員規模を大幅に縮小し、年度を越して当該

年度の事業所規模が確定した後に定員を変更前の規模に戻す等、事業所規模の実態を反映

しない不適切な運用が行われる可能性も考えられるが、その対応如何。 

 答 事業所規模の区分については、現在の事業所規模の実態を適切に反映させる方法により決

定されるべきであることから、定員変更により②を適用する事業所は、前年度の実績（前

年度の４月から２月まで）が６月以上ある事業所が、年度が変わる際に定員を２５％以上

変更する場合のみとする。 



当該年度の事業実績が６月以上ある事業所は、以下の計算表により確認すること

　　●平均利用延人員数計算表（2分の1や4分の3の計算を行わずに実数を入力すること）

報酬区分
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 補正

３時間以上４時間未満 0 1/2

４時間以上５時間未満 0 1/2

５時間以上６時間未満 0 3/4

６時間以上７時間未満 0 3/4

７時間以上８時間未満 0

８時間以上９時間未満 0

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

　　

【算定区分】；上記〔C〕で算出した月平均利用延人数
通常規模型事業所 ７５０人以下

大規模型事業所（Ⅰ） ７５０人超９００人以下

大規模型事業所（Ⅱ） ９００人超

計

毎日実施（平日に加え、土・日・
祝も営業）

補正後利用人数計（最終人数
計）

月平均利用延人数〔C〕（A÷B) #DIV/0!

補正後利用人数年計
（最終人数年計）

〔A〕
0.00

営業月数
〔B〕

（別紙１）規模別報酬計算表（通所介護（地域密着型除く）） 事業所番号

人
数

年月 平成　　年 平成　　年 延利用
人数計報酬区分

要
介
護
・
要
支
援

注１）要支援の利用者については、要介護者と同様に提供時間ごとに報酬区分補正により計算するか、又は、同時にサービスの提供を
受けた者の最大数を営業日ごとに加える方法（要支援の7時間以上9時間未満に入力）のいずれかとする。（通所介護と介護予防通所介
護の指定を併せて受けており、かつこれらの事業を一体的に実施している事業所に限る）

注２）正月等の特別な期間を除き、毎日事業を実施（平日に加え、土、日、祝日も営業）している事業所は、毎日事業を実施した月の「毎
日営業（平日に加え、土・日・祝も営業」欄に「実施」を選択し、入力すること。

注３）当該年度の実績が６月に満たない事業者（新たに事業を開始し、又は再開した事業者を含む）又は前年度から定員を25％以上変

更して事業を実施しようとする事業者においては、当該年度に係る平均延利用人員数については、県知事に届け出た当該事業所の利

用定員の90％に予定される１月当たりの営業日数を乗じて得た数となる。

注４）同一事業所で２単位以上のサービス提供を行っている場合は、全ての単位を合算して算定を行うこと。（注２に該当する場合は、単
位ごとに算定すること。）

注１）正月等の特別な期間を除き、毎日事業を実施（平日に加え、土、日、祝日も営業）している事業所は、毎日事業を実施した月の「毎
日営業（平日に加え、土・日・祝も営業」欄に「実施」を選択し、入力すること。

注２）当該年度の実績が６月に満たない事業者（新たに事業を開始し、又は再開した事業者を含む）又は前年度から定員を25％以上変

更して事業を実施しようとする事業者においては、当該年度に係る平均延利用人員数については、県知事に届け出た当該事業所の利

用定員の90％に予定される１月当たりの営業日数を乗じて得た数となる。

注３）同一事業所で２単位以上のサービス提供を行っている場合は、全ての単位を合算して算定を行うこと。（注２に該当する場合は、単
位ごとに算定すること。）



事 務 連 絡 

平成３１年２月２６日 

関係施設・事業所管理者 様 

 

香川県健康福祉部長寿社会対策課 

 

平成３１年度のサービス提供体制強化加算の算定について（通知） 

 

平成３１年度のサービス提供体制強化加算（以下「本加算」という。）の算定については、平成

３０年４月から３１年２月の１１ヶ月における常勤換算方法により算出した職員数の平均値を用

いることとなります。 

  つきましては、前年度（平成３０年４月から３１年２月まで。以下同じ。）の実績を確認し、同

実績が６月以上で、平成３１年度は本加算が算定できない場合又は区分が変更となる場合は、下記

の届出書を提出してください。（但し、引き続き本加算（区分の変更がない場合に限る。）を算定す

る場合は、届出書を提出する必要はありません。） 

 前年度の実績が６月に満たない事業所（新規及び再開を含む。）については、平成３１年度も引

き続き届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均値を用いることとし、

届出を行った月以降においても、直近３月間の職員割合について、毎月継続的に所定の割合を継続

する必要があります。 

記 

１．提出書類 

（１）介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

（２）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 

（３）サービス提供体制強化加算に関する届出書(勤務形態一覧表等必要な添付書類を含む。) 

（４）サービス提供体制強化加算計算表 前年度の実績計算にあたっては、次の参考様式※を

かがわ介護保険情報ネットに掲載しますので、御利用ください。（※介護福祉士等の割合

は①及び④、勤務年数３年以上の職員の割合は②、常勤職員の割合は③） 

２．提出期限  平成３１年３月１５日（金） 

        ※ 平成３１年４月１日付で介護給付費算定に係る体制等に関する届出書等の

変更がある場合は、サービス提供体制強化加算の変更と合わせて１回で提出し

てください。 

３．提 出 先  ○所在地が高松市内にある施設・事業所 

  高松市 健康福祉局 長寿福祉部 介護保険課 相談指導係 

                        電話(087)839-2326 

        ○所在地が高松市以外にある施設・事業所 

     （訪問・通所）香川県 健康福祉部 長寿社会対策課 在宅ｻｰﾋﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟ 

                           電話(087)832-3269 

（施設・短期入所）同施設ｻｰﾋﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟ 

電話(087)832-3268 

４．そ の 他 

   地域密着型通所介護に係る指定等については、平成 28年 4月 1日から市町村に移行したため、変

更等がある場合には、各市町にも届け出る必要がありますので、詳細については事業所の所在する

市町へお問い合わせください。 



［参考］ 

 

（老企第３６号 平成１２年３月１日） 

●指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理

指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基

準の判定に伴う実施上の留意事項について 

 

○訪問入浴介護  

第２の３（７）サービス提供体制強化加算について 

①～③（-略-）  

④ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平

均を用いることとする。ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、

又は再開した事業所を含む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方

法により算出した平均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した

事業者については、４月目以降届出が可能となるものであること。  

なお、介護福祉士又は実務者研修修了者若しくは介護職員基礎研修課程修了者については、

各月の前月の末日時点で資格を取得している又は研修の課程を修了している者とすること。  

⑤ 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割

合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合については、

毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに第１の５の届出を提出

しなければならない。  

⑥ 同一の事業所において介護予防訪問入浴介護を一体的に行っている場合においては、本加

算の計算も一体的に行うこととする。 

  

○訪問看護  

第２の４（２５）  

① ３（７）①から⑥までを参照のこと。  

② 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。具体的には、

平成２１年４月における勤続年数３年以上の者とは、平成２１年３月３１日時点で勤続年数が

３年以上である者をいう。  

③ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人の経営する

他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職

員として勤務した年数を含めることができるものとする。  

 

○訪問リハビリテーション 

第２の５（１２） 

① 訪問看護と同様であるので、４（２５）②及び③を参照のこと。 

② 指定訪問リハビリテーションを利用者に直接提供する理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士のうち、勤続年数が３年以上の者が１名以上いれば算定可能であること。 

 

 

 



○通所介護  

第２の７（２２）  

① ３（７）④から⑥まで並びに４（２５）②及び③を参照のこと。  

② 指定通所介護を利用者に直接提供する職員とは、生活相談員、看護職員、介護職員又は機

能訓練指導員として勤務を行う職員を指すものとする。  

 

○通所リハビリテーション  

第２の８（２６） 

① 訪問入浴介護と同様であるので３（７）④から⑥まで、並びに指定訪問看護と同様である

ので４（２５）②及び③を参照されたい。  

② 指定通所リハビリテーションを利用者に直接提供する職員とは、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、看護職員又は介護職員として勤務を行う職員を指すものとする。 

なお、１時間以上２時間未満の指定通所リハビリテーションを算定する場合であって、柔道

整復師又はあん摩マッサージ指圧師がリハビリテーションを提供する場合にあっては、これら

の職員も含むものとする。  

 

 

（老企第４０号 平成１２年３月８日） 

●指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入

居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の判

定に伴う実施上の留意事項について 

 

○短期入所生活介護  

第２の２（２０）  

① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平

均を用いることとする。なお、この場合の介護職員に係る常勤換算にあっては、利用者・入所

者への介護業務（計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護

に関わらない業務を除く。）に従事している時間を用いても差し支えない。  

ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所

を含む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平

均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、

４月目以降届出が可能となるものであること。 

なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とすること。  

② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割

合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合については、

毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに訪問通所サービス通知

第１の５の届出を提出しなければならない。  

③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。具体的には、

平成２１年４月における勤続年数３年以上の者とは、平成２１年３月３１日時点で勤続年数が

３年以上である者をいう。  

④ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人の経営する

他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職



員として勤務した年数を含めることができるものとする。  

⑤ 指定短期入所生活介護を利用者に直接提供する職員とは、生活相談員、介護職員、看護職

員及び機能訓練指導員として勤務を行う職員を指すものとする。  

⑥ 同一の事業所において指定介護予防短期入所生活介護を一体的に行っている場合において

は、本加算の計算も一体的に行うこととする。  

 

○短期入所療養介護  

第２の３（１４） 

① ２の（２０）①から④まで及び⑥を準用する。  

② 指定短期入所療養介護を利用者に直接提供する職員とは、看護職員、介護職員、支援相談

員、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士として勤務を行う職員を指すものとする。  

 

○特定施設入居者生活介護  

第２の４（１６） 

① ２の（２０）①から④まで及び⑥を準用する。  

② 指定特定施設入居者生活介護又は指定介護予防特定施設入居者生活介護を入居者に直接提

供する職員とは、生活相談員、介護職員、看護職員又は機能訓練指導員として勤務を行う職員

を指すものとする。  

 

○介護老人福祉施設  

第２の５（３６）  

① ２の（２０）①から④まで及び⑥を準用する。 

② 指定介護福祉施設サービスを入所者に直接提供する職員とは、生活相談員、介護職員、看

護職員又は機能訓練指導員として勤務を行う職員を指すものとする。 

 

○介護老人保健施設  

第２の６（３９） 

① ２の（２０）①から④まで及び⑥を準用する。 

② 介護保健施設サービスを利用者に直接提供する職員とは、看護職員、介護職員、支援相談

員、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士として勤務を行う職員を指すものとする。  

 

○介護療養型医療施設  

第２の７（３３） 

① ２の（２０）①から④まで及び⑥を準用する。 

② 指定介護療養施設サービスを利用者に直接提供する職員とは、看護職員、介護職員、理学

療法士又は作業療法士として勤務を行う職員を指すものとする。 

 

○介護医療院 

第２の８（３５） 

① ２の（２０）①から④まで及び⑥を準用する。 

② 介護医療院サービスを利用者に直接提供する職員とは、看護職員、介護職員、理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士として勤務を行う職員を指すものとする。 



 

※ 介護予防サービスにおけるサービス提供体制強化加算については、「指定介護予防サービス

に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成１８年

３月１７日老計発第 0317001 号・老振発第 0317001 号・老老発第 0317001 号）をご確認く

ださい。  

 



（参考）サービス提供体制強化加算の人材要件

サービス 要　件 計算表

 ○　研修等を実施しており、かつ、次のいずれかに

 　 該当すること

　Ⅰイ 介護福祉士が40％以上配置されていること

　　 又は、介護福祉士、実務者研修修了者及び

　　介護職員基礎研修課程修了者の合計が

　　 60％以上配置されていること

　Ⅰロ 介護福祉士が30％以上配置されていること

　　 又は、介護福祉士、実務者研修修了者及び

　　介護職員基礎研修課程修了者の合計が

　 　50％以上配置されていること

 ○　研修等を実施しており、かつ、3年以上の勤続

　  年数のあるものが30％以上配置されていること

 ○　３年以上の勤続年数のあるものが配置されて

　 いること

 ○　次のいずれかに該当すること

　Ⅰイ 介護福祉士が50％以上配置されていること 計算表④

　Ⅰロ 介護福祉士が40％以上配置されていること 計算表①

　Ⅱ 3年以上の勤続年数のあるものが30％以上

　　 配置されていること

介護老人福祉施設  ○　次のいずれかに該当すること

介護老人保健施設 　Ⅰイ 介護福祉士が60％以上配置されていること 計算表④

介護療養型医療施設 　Ⅰロ 介護福祉士が50％以上配置されていること 計算表①

介護医療院 　Ⅱ 常勤職員が75％以上配置されていること 計算表③

短期入所生活介護 　Ⅲ 3年以上の勤続年数のあるものが30％以上 計算表②

短期入所療養介護 　　 配置されていること

特定施設入居者生活介護

計算表④

通所介護
通所リハビリテーション

計算表②

訪問リハビリテーション

（注２）　「加算有り」から「加算無し」に変更する場合は、サービス提供体制強化加算に関する

　　　届出書（様式35号～41号）を除き添付書類は省略して差し支えありません。

計算表①

訪問入浴介護

訪問看護

不　要

計算表②

　　　強化加算に関する届出書（様式35号～41号）及び計算書①～④を添付してください。

（注１）介護給付費算定に係る体制等に関する届出書の提出にあたっては、サービス提供体制



サービス提供体制強化加算計算表①

4月 時間＝【Ａ】 10月 時間＝【Ｇ】

5月 時間＝【Ｂ】 11月 時間＝【Ｈ】 （1） （2）

6月 時間＝【Ｃ】 12月 時間＝【Ｉ】 （3） （4）

7月 時間＝【Ｄ】 1月 時間＝【Ｊ】 （5） （6）

8月 時間＝【Ｅ】 2月 時間＝【Ｋ】 （7） （8）

9月 時間＝【Ｆ】 （9） （10）

（11） （12）

（13） （14）

（15） （16）

（17） （18）
※常勤換算人数の計算は小数点第２位以下切捨て （19） （20）

時間 （21） （22）

人（1） 【Ｌ】 【Ｍ】

時間

人（2）

時間

人（3） 【Ｎ】 【Ｏ】

時間 ※小数点第２位以下切捨て

人（4）

時間

人（5） 【O】 人

時間 ×100%＝ %【P】

人（6） 【N】 人

時間

人（7）

時間

人（8）

時間

人（9）

時間

人（10）

時間

人（11）

時間

人（12）

時間

人（13）

時間

人（14）

時間

人（15）

時間

人（16）

時間

人（17）

時間

人（18）

時間

人（19）

時間

人（20）

時間

人（21）

時間

人（22）⇒（ニ）÷【Ｋ】＝

特定施設入居者生活介護

⇒（テ）÷【Ｊ】＝

⇒（ト）　　＝

⇒（ト）÷【Ｊ】＝

⇒（ナ）　　＝

⇒（ナ）÷【Ｋ】＝

⇒（ニ）　　＝

⇒（タ）÷【Ｈ】＝

⇒（チ）　　＝

⇒（サ）÷【Ｆ】＝

⇒（シ）　　＝

⇒（シ）÷【Ｆ】＝

⇒（ス）　　＝

⇒（チ）÷【Ｉ】＝

⇒（ツ）　　＝

⇒（ツ）÷【Ｉ】＝

⇒（テ）　　＝

⇒（ス）÷【Ｇ】＝

⇒（セ）　　＝

⇒（セ）÷【Ｇ】＝

⇒（ソ）　　＝

⇒（ソ）÷【Ｈ】＝

有資格者の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

介護職員の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

有資格者の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

⇒（ウ）　　＝

⇒（ウ）÷【Ｂ】＝

⇒（エ）　　＝

⇒（エ）÷【Ｂ】＝

⇒（オ）　　＝

⇒（オ）÷【Ｃ】＝

⇒（カ）　　＝

⇒（カ）÷【Ｃ】＝

⇒（キ）　　＝

⇒（キ）÷【Ｄ】＝

⇒（ク）　　＝

⇒（ク）÷【Ｄ】＝

⇒（ケ）　　＝

⇒（ケ）÷【Ｅ】＝

⇒（コ）　　＝

⇒（タ）　　＝

⇒（コ）÷【Ｅ】＝

⇒（サ）　　＝

（常勤換算人数の計算）

有資格者の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

介護職員の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

有資格者の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

介護職員の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

１　当該事業所で、常勤職員が１か月に勤務する総時間数は
何時間ですか？

1月

2月

8月

9月

10月

11月

12月

介護職員の総勤務時間数 2月
（常勤換算人数の計算）

有資格者の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

介護職員の総勤務時間数

⇒（ア）　　＝

⇒（ア）÷【Ａ】＝

⇒（イ）　　＝

⇒（イ）÷【Ａ】＝

（常勤換算人数の計算）

有資格者の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

（常勤換算人数の計算）

介護職員の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

1月

4月

5月

6月

7月

有資格者の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

介護職員の総勤務時間数

8月

有資格者の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

介護職員の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

有資格者の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

介護職員の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

有資格者の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

介護職員の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

有資格者の総勤務時間数

（常勤換算人数の計算）

介護職員の総勤務時間数

※就業規則の範囲内で勤務した時間数の最大値を記入

2　各月の、介護職員の総勤務時間数と有資格者の総勤務時間数の
実績は何時間でしたか？実績数を元に、常勤換算により人数を計算し
てください。

10月

11月

12月

4月

5月

9月

6月

7月

介護医療院

介護福祉士の割合50%以上

3　各月の常勤換算後の人数を転記してくだ
さい。

サービス種類 割合（介護職員総数のうち）

短期入所生活介護

【P】の値がサービス種類ごとに定められる割合以
上であれば算定できます。

介護福祉士の割合40%以上

訪問入浴介護

介護福祉士の割合30%以上
又は介護福祉士、実務者研
修修了者及び介護職員基
礎研修課程修了者の占める
割合が50%以上

合計

介護職員

介護老人福祉施設

介護老人保健施設
介護療養型医療施設

通所介護

通所リハ

【Ｌ】÷実績月数

短期入所療養介護

1月当たりの平均値

【Ｍ】÷実績月数

有資格者



２４長寿第６４２４４号 
平成２５年 ３月２８日  

 各指定（介護予防） 
通所介護事業所 

                    様 
 各指定（介護予防） 

通所リハビリテーション事業所  
香川県健康福祉部長寿社会対策課長 

（ 公 印 省 略 ）  
  指定（介護予防）通所介護及び指定（介護予防）通所リハビリテーション 
  の所要時間について  
 指定（介護予防）通所介護、指定（介護予防）通所リハビリテーションのサービス

提供における所要時間（以下「サービス提供時間」という。）については、平成２４

年３月２１日付け２４長寿第５８５２９号で、所要時間帯の最低時間からプラス３０

分（７時間の場合は１５分）の余裕を持った時間を含めてサービス提供時間とするこ

ととしているところです。 
 これは、①利用者の送迎で、利用者の都合で事業所への到着が遅れる場合がある、

②日によって、道路の渋滞等の交通事情等で利用者を事業所へ連れてくることが遅れ

る場合がある、③利用者が事業所へサービス提供時間前に到着したが、諸事情により

サービス提供の開始時間が遅れる場合がある等の理由で、サービス提供の開始が若干

遅れても、利用者が計画どおりのサービス提供を受けることができるようにすること

を目的としていたものです。 
 今回、各事業所におけるサービス提供の実態が様々であることを踏まえ、平成２５

年４月１日からは、統一的にサービス提供時間を設けるのではなく、上記①～③を 

考慮のうえ、各事業所において、余裕を持った時間を含めた適正なサービス提供時間

を設定いただくこととしました。 
なお、サービス提供時間の設定に当たっては、利用者や職員の状況、事業所所在  

地、交通事情、送迎車輌台数等を踏まえ、利用者が計画どおりにサービスの提供を  

受けることができるよう十分に御配慮のうえ、引き続き、適切な事業運営に努めてい

ただくようお願いします。 
【問い合わせ先】 
香川県健康福祉部長寿社会対策課 
 在宅サービスグループ 
 電話 087-832-3269、3274 


